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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

　

回次 第76期 第77期 第78期 第79期 第80期

決算年月 平成20年12月 平成21年12月 平成22年12月 平成23年12月 平成24年12月

売上高 (百万円) 67,394 61,295 64,249 57,371 60,498

経常利益 (百万円) 2,485 1,395 1,828 1,042 630

当期純利益
又は当期純損失（△）

(百万円) 1,810 579 227 △3,544 368

包括利益 (百万円) ― ― ― △3,808 1,594

純資産額 (百万円) 22,767 24,381 23,654 20,253 21,358

総資産額 (百万円) 94,850 97,903 97,204 95,918 97,027

１株当たり純資産額 (円) 192.99 207.06 200.58 167.75 176.82

１株当たり当期純利益
金額又は当期純損失金
額（△）

(円) 15.56 4.98 1.96 △29.84 3.07

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益
金額

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 23.7 24.6 24.0 21.0 21.8

自己資本利益率 (％) 7.2 2.5 1.0 ― 1.8

株価収益率 (倍) 30.5 74.5 191.5 ― 95.9

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 4,263 3,487 4,317 3,158 3,886

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △3,359 △4,786 △2,827 △5,015 △4,407

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 2,212 2,027 △601 552 △1,371

現金及び現金同等物の
期末残高

(百万円) 6,620 7,375 8,265 6,961 5,071

従業員数
〔外、平均臨時
雇用者数〕

(名)
1,247

〔3,730〕

1,209

〔3,600〕

1,178

〔3,491〕

1,151

〔3,250〕

1,171

〔3,430〕

(注) １  売上高には消費税等は含まれておりません。

２  潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額は、潜在株式が存在していないため、また第79期については１株当

たり当期純損失が計上されているため記載しておりません。

３  第79期の自己資本利益率および株価収益率については、当期純損失が計上されているため記載しておりませ

ん。
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(2) 提出会社の経営指標等

　

回次 第76期 第77期 第78期 第79期 第80期

決算年月 平成20年12月 平成21年12月 平成22年12月 平成23年12月 平成24年12月

売上高 (百万円) 46,675 43,295 47,121 43,009 46,298

経常利益 (百万円) 2,478 2,603 2,629 1,154 691

当期純利益
又は当期純損失（△）

(百万円) 774 773 1,053 △3,170 88

資本金 (百万円) 12,081 12,081 12,081 12,081 12,081

発行済株式総数 (株) 122,074,243122,074,243122,074,243122,074,243122,074,243

純資産額 (百万円) 20,744 22,581 22,650 19,792 20,596

総資産額 (百万円) 89,867 93,051 93,114 92,164 93,082

１株当たり純資産額 (円) 178.18 193.97 194.58 165.04 171.75

１株当たり配当額
(内、１株当たり
中間配当額)

(円)

(円)

5

(―)

5

(―)

5

(―)

4

(―)

4

(―)

１株当たり当期純利益
金額又は当期純損失金
額（△）

(円) 6.65 6.65 9.05 △26.68 0.74

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益
金額

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 23.1 24.3 24.3 21.5 22.1

自己資本利益率 (％) 3.2 3.6 4.7 ― 0.4

株価収益率 (倍) 71.4 55.8 41.4 ― 397.9

配当性向 (％) 75.1 75.2 55.3 ― 539.5

従業員数
〔外、平均臨時
雇用者数〕

(名)
776

〔1,412〕

749

〔1,390〕

829

〔1,389〕

814

〔1,376〕

828

〔1,522〕

(注) １  売上高には消費税等は含まれておりません。

２  潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額は、潜在株式が存在していないため、また第79期については１株当

たり当期純損失が計上されているため記載しておりません。

３  第79期の自己資本利益率、株価収益率および配当性向については、当期純損失が計上されているため記載して

おりません。
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２ 【沿革】

当社は、昭和39年4月に株式の額面金額変更のため合併を行っており、形式上の存続会社の設立年月日は昭和21年6月

12日でありますが、以下の記載事項につきましては、別段の記述がないかぎり実質上の存続会社について記載しており

ます。

　

昭和30年11月 藤田興業㈱の観光部門(箱根小涌園、伊東小涌園、椿山荘、観光街)が分離・独立して藤田観光㈱を

設立

昭和34年４月 箱根ホテル小涌園開業

太閤園開業

昭和36年８月 京都国際ホテル開業

昭和37年12月 芦ノ湖スカイラインを完成し有料自動車道業を開始

昭和38年10月 不動産業に進出しフジタ箱根山マンションの分譲を開始

昭和39年４月 東京証券取引所市場第二部上場

        10月 島原観光ホテル小涌園開業(島原温泉観光㈱)

        12月 能登興業開発㈱設立

昭和40年５月 東京証券取引所市場第一部に指定替え

        12月 鳥羽小涌園開業

昭和42年３月 下田海中水族館開業

昭和45年２月 ホテルフジタ京都開業

昭和47年４月 東京都港区海岸に本社移転

        ５月 藤田グリーン・サービス㈱設立

昭和48年６月 札幌第１ワシントンホテル開業

        ７月 大阪証券取引所市場第一部上場

昭和49年９月 仙台第１ワシントンホテル開業

昭和52年４月 藤田観光工営㈱設立

昭和55年３月 宇都宮ワシントンホテル開業

        ７月 秋葉原ワシントンホテル開業（平成20年３月 建替のため営業休止、平成22年５月 営業再開）

昭和56年７月 札幌第２ワシントンホテル開業

昭和57年３月 長崎ワシントンホテル開業

        ４月 仙台第２ワシントンホテル開業

昭和58年10月 ホテルフジタ奈良開業

        12月 新宿ワシントンホテル開業

昭和60年５月 新潟ワシントンホテル開業

昭和62年10月 秋田ワシントンホテル開業

        12月 千葉ワシントンホテル開業

昭和63年７月 沖縄ワシントンホテル開業

平成２年６月 藤田観光ワシントンホテル旭川開業

        11月 横浜伊勢佐木町ワシントンホテル開業

カメリアヒルズカントリークラブ開業

平成３年８月 藤田ホテルサービス㈱設立(平成12年３月㈱フェアトンへ商号変更)

        11月 アジュール竹芝開業

平成４年１月 フォーシーズンズホテル椿山荘 東京開業

        ４月 福井ワシントンホテル開業（平成21年５月ホテルフジタ福井へ名称変更）

平成８年４月 キャナルシティ・福岡ワシントンホテル開業

        ９月 成田エアポートワシントンホテル開業

平成10年10月 浦和ワシントンホテル開業

平成11年６月 東京ベイ有明ワシントンホテル開業

平成12年４月 関西エアポートワシントンホテル開業

        10月 横浜桜木町ワシントンホテル開業

平成13年１月 箱根小涌園ユネッサン開業

        12月 藤田ホテルマネジメント㈱設立

平成14年１月 福井ワシントンホテル㈱に以下の６社を合併(平成14年６月藤田観光ワシントンホテル㈱へ商号

変更)

(㈱仙台ワシントンホテル、宇都宮ワシントンホテル㈱、長崎ワシントンホテル㈱、新潟ワシントン

ホテル㈱、秋田ワシントンホテル㈱、沖縄ワシントンホテル㈱)
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平成18年１月 コンヴィヴィオン（ウェディング専用ゲストハウス）開業

        ４月 藤田観光ワシントンホテル㈱を分割会社、以下の７社を承継会社とした会社分割実施

（㈱仙台ワシントンホテルサービス、㈱宇都宮ワシントンホテルサービス、㈱長崎ワシントンホテ

ルサービス、㈱新潟ワシントンホテルサービス、㈱秋田ワシントンホテルサービス、㈱沖縄ワシン

トンホテルサービス、㈱福井ワシントンホテルサービス）

        ５月 現在地東京都文京区関口に本社移転

        ８月 札幌ワシントンホテル開業（札幌第１ワシントンホテルを建替、平成20年10月ホテルグレイス

リー札幌へ名称変更）

        10月 ㈱Plus Thank設立

銀座ワシントンホテル開業（平成20年10月ホテルグレイスリー銀座へ名称変更）

平成19年４月 藤田観光㈱を分割会社、以下の３社を承継会社とした会社分割実施

（札幌ワシントンホテル㈱、キャナルシティ・福岡ワシントンホテル㈱、浦和ワシントンホテル

㈱）

        ７月 藤田観光㈱を分割会社、下田アクアサービス㈱を承継会社とした会社分割実施

平成20年10月 ホテルグレイスリー田町開業

平成22年５月

平成24年10月

秋葉原ワシントンホテル開業（建替によるリニューアルオープン）

中国に現地法人藤田(上海)商務咨詢有限公司設立
　

　
３ 【事業の内容】

当社グループは、当社、連結子会社24社、関連会社２社およびその他の関係会社１社で構成され、椿山荘・

太閤園事業、ワシントンホテル事業、小涌園事業およびノウハウ事業の各事業を主な内容とし、さらに各事

業に関連する各種サービス等の提供を行っております。

なお、セグメントごとの各事業に関する位置づけは次のとおりであります。

　
椿山荘・太閤園事業 … 当社が経営する椿山荘、フォーシーズンズホテル椿山荘 東京、太閤園、

カメリアヒルズカントリークラブに加えて、子会社で京都国際ホテルを

含め2ヶ所のホテルを経営する藤田ホテルマネジメント㈱など５社があ

ります。

ワシントンホテル事業 … 当社が経営する秋葉原、新宿、東京ベイ有明、横浜伊勢佐木町、横浜桜木

町の各ワシントンホテル、銀座、田町のホテルグレイスリー、およびホテ

ルアジュール竹芝に加えて、子会社が経営する旭川、浦和、関西エアポー

ト、キャナルシティ・福岡、長崎の各ワシントンホテル、ホテルグレイス

リー札幌およびホテルフジタ福井など９社があります。

小涌園事業 … 当社が経営する箱根小涌園、箱根小涌園ユネッサンに加えて、子会社が

経営する伊東小涌園、ホテル鳥羽小涌園、下田海中水族館など３社があ

ります。

ノウハウ事業 … 子会社に㈱フェアトン、藤田グリーン・サービス㈱、藤田観光工営㈱、㈱

ビジュアライフの４社があります。

その他 … 当社が経営する不動産周辺事業に加え、子会社に藤田(上海)商務咨詢有

限公司など３社があります。

　
上記の他、持分法適用の東海汽船㈱を含む関連会社２社と、その他の関係会社にＤＯＷＡホールディング

ス㈱があります。同社は非鉄金属製錬、環境・リサイクル、電子材料、金属加工、熱処理の各事業会社を保有

するＤＯＷＡグループの持株会社です。

なお、同社との取引関係については、取引金額が些少であり、重要なものはありません。
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これら当社の企業集団は相互に連携して事業の発展を図っております。なお、事業の系統図は次のとおり

であります。

当連結会計年度より、報告セグメントの区分を変更しております。詳細は、「第５  経理の状況  １  連

結財務諸表等  注記事項（セグメント情報等）」をご参照ください。

（企業集団の概要図）

　
(注) 1．㈱沖縄ワシントンホテルサービスおよび藤田観光マネジメントサービス㈱は、当連結会計年度末現在、休眠中

であります。
2．島原温泉観光㈱は平成23年６月30日にホテル営業を終了し、平成24年１月11日に清算を結了いたしました。
3. 藤田(上海)商務咨詢有限公司は、当連結会計年度に設立いたしました。
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４ 【関係会社の状況】

　

(1)連結子会社

名称 住所
資本金
又は出資金
(百万円)

主要な事業
の内容

議決権の
所有又は
[被所有]
割合(％)

関係内容

役員の兼任
(名)

資金の援助
(百万円)

営業上の取引
設備の
賃貸借状況

㈱Plus Thank
 

東京都
文京区

200
椿山荘・太閤園
事業

100.0 ４(３)
 貸付金

11
－

同社に建物(結
婚式場)を賃貸
しています。

㈱トラベル
プラネット
　

東京都
文京区

25
椿山荘・太閤園
事業

100.0 ４(３)
 貸付金

34
－ －

藤田ホテル
マネジメント㈱

京都市
中京区

200
椿山荘・太閤園
事業

100.0 ７(３) － －
同社に建物(ホ
テル)等を賃貸
しています。

藤田
リゾート開発㈱

東京都
文京区

100
椿山荘・太閤園
事業

100.0 ４(３) －
同社は、親会社のゴル
フ場の運営を受託し
ています。

－

能登興業開発㈱
石川県
羽咋郡
宝達志水町

200
椿山荘・太閤園
事業

67.6
(2.6)

４(３) － － －

札幌ワシントン
ホテル㈱

東京都
文京区

10
ワシントンホテ
ル事業

100.0 ５(３)
 貸付金

220 －
同社に建物(ホ
テル)を賃貸し
ています。

藤田観光ワシント
ンホテル旭川㈱

北海道
旭川市

200
ワシントンホテ
ル事業

100.0 ４(２)
 貸付金

593
－ －

浦和ワシントン
ホテル㈱

東京都
文京区

10
ワシントンホテ
ル事業

100.0 ４(３)
 貸付金

112 － －

㈱福井ワシントン
ホテルサービス

福井県
福井市

100
ワシントンホテ
ル事業

100.0 ５(４)
 貸付金

470
－ －

関西エアポートワ
シントンホテル㈱
(注)６

東京都
文京区

400
ワシントンホテ
ル事業

100.0 ４(３)
 貸付金

4,274
－ －

キャナルシティ・
福岡ワシントンホ
テル㈱

東京都
文京区

10
ワシントンホテ
ル事業

100.0 ５(４)
 貸付金

654 － －

㈱長崎ワシントン
ホテルサービス

長崎県
長崎市

80
ワシントンホテ
ル事業

100.0 ５(４)
 貸付金

156
－

同社に建物(ホ
テル)を賃貸し
ています。

㈱沖縄ワシントン
ホテルサービス

沖縄県
那覇市

30
ワシントンホテ
ル事業（休眠
中）

100.0 ４(３)
 貸付金

141
－ －

リザベーション
サービス㈱

東京都
文京区

10
ワシントンホテ
ル事業

100.0 ４(３) －
同社は、親会社の予約
業務等を受託してい
ます。

－
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名称 住所
資本金
又は出資金
(百万円)

主要な事業
の内容

議決権の
所有又は
[被所有]
割合(％)

関係内容

役員の兼任
(名)

資金の援助
(百万円)

営業上の取引
設備の
賃貸借状況

伊東リゾート
サービス㈱

静岡県
伊東市

50小涌園事業 100.0 ５(３) － －
同社に建物(ホ
テル)等を賃貸
しています。

鳥羽リゾート
サービス㈱

三重県
鳥羽市

100小涌園事業 100.0 ５(３) － －
同社に建物(ホ
テル)等を賃貸
しています。

下田
アクアサービス㈱

静岡県
下田市

10小涌園事業 100.0 ５(３)
 貸付金

133 － －

藤田観光工営㈱
東京都
文京区

50ノウハウ事業 100.0 ７(５)
 貸付金

14

同社は、親会社事業所
の造園工事等を受託
しています。

－

㈱フェアトン
東京都
文京区

50ノウハウ事業 100.0 ９(９)
 貸付金

54

同社は、親会社事業所
よりビル管理業務等
を受託しています。

－

藤田グリーン・
サービス㈱

東京都
文京区

50ノウハウ事業 100.0 ６(５)
 貸付金

968

同社は、親会社の不動
産管理業務等を受託
しています。

同社からＢ＆Ｂ
パンシオン箱根
の建物を賃借し
ています。

㈱ビジュアライフ
東京都
文京区

20ノウハウ事業 51.0 ２(２) －
同社は、親会社の写真
撮影業務等を受託し
ています。

－

藤田観光
マネジメント
サービス㈱

東京都
文京区

10
その他
(休眠中)

100.0 ４(１) － － －

藤田プロパティ
マネジメント㈱

東京都
文京区

205その他 100.0 ４(２)
 貸付金

117 － －

藤田(上海)商務咨
詢有限公司

中国
上海市

千中国元
3,500
 
その他 100.0 ５(４) － － －

(2)持分法適用関連会社 　 　 　 　 　 　

名称 住所
資本金
又は出資金
(百万円)

主要な事業
の内容

議決権の
所有又は
[被所有]
割合(％)

関係内容

役員の兼任
(名)

資金の援助
(百万円)

営業上の取引
設備の
賃貸借状況

東海汽船㈱ 東京都港区 1,100海運業
20.4
(0.2)
[0.2]

１(１) － － －

(3)その他の関係会社 　 　 　 　 　 　 　

名称 住所
資本金
又は出資金
(百万円)

主要な事業
の内容

議決権の
所有又は
[被所有]
割合(％)

関係内容

役員の兼任
(名)

資金の援助
(百万円)

営業上の取引
設備の
賃貸借状況

ＤＯＷＡホール
ディングス㈱

東京都
千代田区

36,437非鉄金属業 [31.9]１(０) － － －

　 (注) １  連結子会社の「主要な事業の内容」欄には、セグメント情報に記載された名称を記載しております。

２  議決権の所有割合の(    )内は、間接所有割合で内数であります。

３  役員の兼任欄の(    )内の数は、当社従業員が同社役員を兼任している人数で内数であります。

４  上記の関係会社のうち、東海汽船㈱およびＤＯＷＡホールディングス㈱は、有価証券報告書を提出している会

社であります。

５  上記子会社は、特定子会社に該当しません。

６  債務超過会社であり、債務超過額は5,045百万円であります。なお、同社は訴訟提起していた裁判の判決が確定

したことに伴い、平成25年12月期において特別利益を計上する予定です。詳細は、第５  経理の状況  １  連

結財務諸表等  注記事項（重要な後発事象）、および２  財務諸表等  注記事項（重要な後発事象）をご参

照ください。
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５ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成24年12月31日現在

セグメントの名称 従業員数(名)

椿山荘・太閤園事業   469 〔 1,154 〕

ワシントンホテル事業  337 〔   706 〕

小涌園事業   134 〔   205 〕

ノウハウ事業   115 〔 1,350 〕

全社（管理部門等）     116 〔    15 〕

合計   1,171 〔 3,430 〕

(注)  従業員数は就業人員であります。臨時従業員数は〔  〕内に年間の平均人員を外数で記載しております。

　

(2) 提出会社の状況

平成24年12月31日現在

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円)

828 〔  1,522 〕 41.9 19.6 6,055

　

セグメントの名称 従業員数(名)

椿山荘・太閤園事業   381 〔   918 〕

ワシントンホテル事業   241 〔   460 〕

小涌園事業   91 〔   129 〕

ノウハウ事業   －  〔   －  〕

全社（管理部門等）   115 〔    15 〕

合計   828 〔 1,522 〕

(注) １  従業員は就業人員であります。臨時従業員数は〔  〕内に年間の平均人員を外数で記載しております。

２  平均年間給与は、賞与および基準外賃金を含んでおります。

　

(3) 労働組合の状況

当社グループには、藤田観光労働組合が組織(平成24年12月31日現在における組合員数959名)されてお

り、サービス・ツーリズム産業労働組合連合会に加盟しております。なお、労使関係は順調に運営されて

おります。
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第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

(1)  業績

当連結会計年度におけるわが国経済は、東日本大震災の復興需要など企業活動はゆるやかな回復傾向に

あり、年度末には株式市場の回復期待、円高の是正などの好材料があったものの、欧州諸国の財政不安、新興

諸国の経済成長の減速懸念などにより総じて先行き不透明な状況が続きました。

  観光業界においては、デフレの継続、個人消費の低迷、日中・日韓の不安定な国際情勢等による外国人旅

行者数の伸び悩みなど、事業環境は厳しいものとなりました。

  このような事業環境のもと、当社グループでは、お客様のニーズを捉えるさまざまな施策を積極的に展開

するとともに、中長期を見据えてホテルの開業準備を進め、海外拠点ネットワークの充実を図りました。

主要施設のひとつであるフォーシーズンズホテル椿山荘 東京は、外資系ラグジュアリーホテルのブラン

ドとして平成４年の開業から多くのお客様をお迎えいたしました。しかしながら、お客様のニーズはより多

様化しており、その変化に迅速に対応し、より良いサービスをご提供するため、フォーシーズンズホテル

ズ＆リゾーツ社との業務提携契約を、平成24年12月末をもって終了いたしました。平成25年１月より椿山荘

とフォーシーズンズホテル椿山荘 東京の運営を一体化し、「ホテル椿山荘東京」として新たにスタートし

ておりますが、その準備期間である当期には、新ホテルの営業力強化に向け設備投資や広告宣伝を積極的に

実施しました。

  並行して、新規のワシントンホテル開業（平成25年：広島・仙台、平成27年：新宿東宝ビル(仮称)）や太

閤園の邸宅風宴会場新設の準備を進めるなど、将来の事業強化へ向けた取り組みを行いました。

また、海外事業の基盤強化へ向けて、８月には韓国のソウル、12月には台湾の台北にそれぞれ駐在員事務

所を開設したほか、中国の上海駐在員事務所を現地法人化し、海外顧客の取り込みと海外事業の展開を視野

に活動を開始しております。

  さらに、当社のノウハウを生かした運営受託事業の拡大として、４月には東京大学本郷キャンパス内「伊

藤国際学術研究センター」のレストラン・会議場・ホールの運営を、７月には株式会社エフエム東京が保

有する都内のレストラン２店舗の運営を、さらに11月には東京エレクトロン株式会社の保養所「テル箱根

クラブ」の運営を、それぞれ開始しました。

  そのほか、お客様の利便性の向上やリピーターの拡大などを目的として顧客会員組織「藤田観光グルー

プ・メンバーズカードＷＡＯＮ」を発足し、多くのお客様にご入会いただきました。

売上高は、震災の影響を受けた前期と比べ31億円増収の604億円となりました。営業費用では、人員配置の

見直しや省エネ機器導入によるエネルギー使用量低減などのコスト削減施策を推進いたしましたが、前期

に実施した東日本大震災の発生に伴う緊急施策を終了したことに加え、ホテル椿山荘東京やワシントンホ

テルなどの開業準備、海外拠点の充実など将来に向けた投資等を積極的に実施した結果、経常利益は前期比

４億円減益の６億円となりました。

  当期純利益は、前期に比べ39億円改善の３億円となりました。前期には、東日本大震災による損失や「事

業構造の強化」へ向けた施策の一部を前倒しで実施し特別損失を48億円計上しておりましたが、当期はこ

れらの特別損益が改善し、増益となったものです。
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当連結会計年度の業績の概要およびセグメント別の営業概況は以下のとおりであります。

  なお、期中に全社組織の変更を行ったことに伴い、当連結会計年度より報告セグメントの変更を行ってお

り、以下の営業概況につきましては、前連結会計年度を含め、変更後の区分方法に基づき作成しております。

　                                                                 （金額単位：百万円）

　 当連結会計年度 前期比 増減率（％）

売上高 60,498 3,127 5.5

営業利益 877 △440 △33.4

経常利益 630 △411 △39.5

当期純利益 368 3,913 ―

ＲＯＡ（経常利益/総資産） 0.6％ △0.5％ ―

期末借入金残高 40,843 △822 △2.0

　
セグメント別売上高・利益

　 セグメント売上高（百万円） セグメント利益（百万円）

　
当連結
会計年度

前期比 増減率
当連結
会計年度

前期比 増減率

椿山荘・太閤園事業 25,867 390 1.5％ 250 △1,226△83.0％

ワシントンホテル事業 24,107 2,038 9.2％ 417 895 ―

小涌園事業 7,233 750 11.6％ 230 157 215.1％

ノウハウ事業 7,408 182 2.5％ 291 △179 △38.1％

その他（調整額含む） △4,117 △233 ― △312 △87 ―

合計 60,498 3,127 5.5％ 877 △440 △33.4％

注1. 調整額は、セグメント間取引消去によるものであります。

  2. セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整しております。

　

椿山荘・太閤園事業
（椿山荘、フォーシーズンズホテル椿山荘 東京、太閤園、南青山コンヴィヴィオン、株式会社トラベルプラネット、京都国際ホテル、ホ

テルフジタ奈良、カメリアヒルズカントリークラブ、能登カントリークラブ）

注.椿山荘およびフォーシーズンズホテル椿山荘 東京は、平成25年１月１日より両事業所の運営を一体化し、事業所名を「ホテル椿

山荘東京」へ変更しております。

　
  ホテル椿山荘東京の開業へ向け、椿山荘とフォーシーズンズホテル椿山荘 東京では、営業力強化のための

設備改修や広告宣伝などを積極的に行いました。

  婚礼に関するさまざまな最新情報を発信するサロン「フォーウエディングラウンジ」を９月に開設し、12

月には日本庭園を一望できる空中庭園「セレニティ・ガーデン」をホテル屋上に新設したほか、宴会場の改

装工事など将来的な競争力強化のための設備投資を先行して実施しました。一方で、これらの工事に伴い一部

施設の営業を見合わせる機会損失もあり、当セグメントの婚礼部門では利用人員が前期比15千名減の205千名

となり、売上高は前期比804百万円減収の11,135百万円となりました。

  宴会・レストラン部門では、地域の文化、歴史および名産品を広くご紹介する取り組み「ふるさと発展のお

手伝い」を継続して行ってまいりました。当期は特に東日本大震災で被災した地域の復興応援の一助となる

べく、「大東北祭」「岩手、宮城三陸応援絆フェア」などを開催いたしました。また、法人利用パーティの増加

などもあり、利用人員が前期比194千名増の1,588千名となり、売上高は前期比995百万円増収の9,606百万円と

なりました。

  宿泊部門はレディースプランなどの個人向けプランの販売を継続して推進し、利用人員が前期比22千名増

の361千名となり、売上高は前期比224百万円増収の3,014百万円となりました。

  ゴルフ部門その他を含めた当セグメントの売上高は、前期比390百万円増収の25,867百万円となりました

が、ホテル椿山荘東京の開業に向けた改装費用、広告宣伝費用等のコストが前倒しで発生したこともあり、セ

グメント利益（営業利益）は同1,226百万円減益の250百万円となりました。
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ワシントンホテル事業
（旭川、浦和、秋葉原、新宿、東京ベイ有明、横浜伊勢佐木町、横浜桜木町、関西エアポート、キャナルシティ・福岡、長崎の各ワシントン

ホテル、札幌、銀座、田町の各ホテルグレイスリー、ホテルフジタ福井、アジュール竹芝）

　
  お客様のニーズの多様化に対応するため、客室の改装や商品プランなど付加価値を高める施策を実施しま

した。

  客室の美装、禁煙フロア・女性専用フロアの増設に加えて、観光目的の宿泊需要が増加してきたことに対応

し、客室構成をシングルルーム主体から複数名利用ルーム主体へと移行するための客室改装工事を段階的に

実施しました。

  快適な睡眠環境のご提供とともに睡眠状態を「見える化」する次世代の「安眠ルーム」販売、従来の短時

間滞在プランの拡充など、お客様のさまざまなニーズにお応えするプラン提供を行いました。

  また、海外からの旅行者の受客を団体から個人へとシフトし、外国人宿泊利用の減少を最小限に留めるとと

もに、宿泊予約のコントロールをきめ細かに行い、客室稼働と利用単価の最大化を図りました。

  その結果、宿泊部門の利用人員は前期比193千名増の2,802千名となり、売上高は前期比1,729百万円増収の

16,258百万円となりました。

  レストラン、宴会、その他部門を含めた当セグメントの売上高は前期比2,038百万円増収の24,107百万円と

なり、セグメント利益（営業利益）は同895百万円改善の417百万円となりました。

　
小涌園事業

（箱根ホテル小涌園、箱根小涌園ユネッサン、伊東小涌園、ホテル鳥羽小涌園、下田海中水族館)

　
  レジャーに対するお客様のニーズの多様化に対応するため、新たな宿泊プランの販売や設備の改装などを

行いました。

  リゾートホテル部門は、箱根ホテル小涌園での庭園案内や歴史探訪ツアーなど個人向けイベントプランの

充実、直行バスプランなどの団体旅行の獲得など集客拡大を図り、利用人員は前期比98千名増の848千名、売上

高は前期比476百万円増収の4,879百万円となりました。

日帰り・レジャー部門の箱根小涌園ユネッサンでは、森の湯ゾーンに休憩室やエステを増設するなど、より

快適にお過ごしいただくための改装工事を実施しました。前期には東日本大震災直後の営業休止による影響

もあったことから、当部門の利用人員は前期比84千名増の929千名、売上高は前期比251百万円増収の2,040百

万円となりました。

  その他部門を含めた当セグメントの売上高は、前期比750百万円増収の7,233百万円となり、セグメント利益

（営業利益）は同157百万円増益の230百万円となりました。

　
ノウハウ事業

（株式会社フェアトン、藤田グリーン・サービス株式会社、藤田観光工営株式会社、株式会社ビジュアライフ)

  株式会社フェアトンでは、客室清掃業務の受託量の増加により売上高は前期比45百万円増収の4,433百万円

となりました。藤田観光工営株式会社は、造園土木の請負や庭園管理業務の受託量が増加し、売上高は前期比

110百万円増収の913百万円となりました。

  その他も含めた当セグメントの売上高は、前期比182百万円増収の7,408百万円となりましたが、原価率の高

い造園土木の請負の構成が増加したこともあり、セグメント利益（営業利益）は同179百万円減益の291百万

円となりました。
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(2)  キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度における現金及び現金同等物は、5,071百万円（前連結会計年度末比1,889百万円の減

少）となりました。

　

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動によるキャッシュ・フローは、 3,886百万円のキャッシュ・イン（前連結会計年度比727百万

円の収入増）となりました。

　

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動によるキャッシュ・フローは4,407百万円のキャッシュ・アウト（前連結会計年度比607百万

円の支出減）となりました。これは主に、固定資産の取得であり、客室や宴会場のリニューアルなど営業

施設の商品力・競争力強化に向けた投資、また前期以前から継続して行っている環境への配慮や省エネ

機器への投資等を行ったことによるものです。

　

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動によるキャッシュ・フローは、配当金の支払いにより488百万円、借入金の純減822百万円など

により、1,371百万円のキャッシュ・アウト（前連結会計年度は552百万円のキャッシュ・イン）となり

ました。なお、当連結会計年度末の借入金総額は40,843百万円となっております。
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２ 【生産、受注及び販売の状況】

(1)  生産実績

該当事項はありません。

　

　

(2)  受注状況

該当事項はありません。

　

　

(3)  販売実績

  当社グループは、椿山荘・太閤園事業、ワシントンホテル事業、小涌園事業およびノウハウ事業の各事業を

主な内容とし、更に各事業に関連するサービス等の事業活動を展開しています。

  セグメントごとの販売実績は次のとおりであります。

　

セグメントの名称 金額(百万円) 前年同期比(％)

椿山荘・太閤園事業 25,867 1.5

ワシントンホテル事業 24,107 9.2

小涌園事業 7,233 11.6

ノウハウ事業 7,408 2.5

その他（調整額含む） △4,117 －

合計 60,498 5.5

(注)  1  調整額は、セグメント間取引消去によるものであります。

      2  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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３ 【対処すべき課題】

平成25年度の当社グループを取り巻く事業環境は、新政権による国内経済対策や財政の崖を回避した米

国経済の持ち直しへの期待感が高まるものの、依然として継続するデフレや欧州経済の情勢、近隣諸国との

政治的摩擦等の懸念材料も多く、決して楽観視できない状況にあると認識しております。このような経済環

境の下、お客様のニーズはより多様に、よりスピードを増して変化していくものと予想しております。

  当社グループでは、平成24年からスタートした中期経営計画においても認識している以下の対処すべき

課題に引き続き取り組んでまいります。

　

１）事業構造の強化

①既存事業の収益力強化

ア．椿山荘・太閤園事業

    平成25年１月１日にオープンしたホテル椿山荘東京は、「ミシュランガイド東京・横浜・湘南

2013」にて、その最高位であるファイブレッドパビリオンを獲得しております。引き続き、お客様から

高い評価を得られるようにサービス品質の向上に励み、「洗練された、本物を求めるお客様にもご満足

いただける、価値のあるブランド」としての地位を確立するとともに、二つの施設を一体運営すること

で効率性も追求し、収益基盤を強くしてまいります。

  多様化する婚礼マーケットにおいては、当社グループの特徴である付加価値の高いサービスや施設

・設備の強化を着実に続けていくことで競争力を高めてまいります。

  特に、当期より準備を続けてまいりましたホテル椿山荘東京は、「東京には、ひとを祝福する森があ

る」をコンセプトに、婚礼当日だけでなく、生涯長いお付き合いのできるように多くの施設・サービス

に工夫をしております。また、強みである庭園をさらにご堪能いただけるように、庭園の魅力を活かし

た宴会場の改装や、東京という大都会のホテルには珍しい、空中庭園「セレニティ・ガーデン」を新設

しております。今後２年をかけて、より一層魅力的なホテルとなるよう、段階的に積極的な改装を行っ

てまいります。

  また、太閤園では、邸宅風宴会場「桜苑(おうえん)」を秋に開業いたします。ゲストハウスウエディ

ングの貸切り感と和婚にも最適な上品さを兼ね備えた施設となっており、太閤園全体の魅力をさらに

高めてまいります。

  平成25年度は、こうした当期からの施策の成果を出しつつも、常に変化するマーケットを意識し、引

き続きハード・ソフトに工夫をこらし、婚礼部門の回復を図ります。
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イ．ワシントンホテル事業

    ビジネス、レジャー、観光と、お客様のご利用目的がより一層多様化しております。また、ご利用形態

も個人からご夫婦、グループ、団体と多様化が進んでおります。そのニーズの多様化にお応えして、より

快適にお過ごしいただけるように、既存ホテルについては客室設備の強化やWi-Fi環境の整備、さらに

は新宿ワシントンホテルを皮切りにセルフチェックイン機を導入して、お客様の利便性を向上させま

す。

  一方、新規ホテルについては、ゆとりのある18㎡をシングルルームの基準とし、洗面、浴槽、トイレと

いった水周りをそれぞれ独立させて、「利便性」「効率性」「居心地のよさ」を重視したワシントン

ホテルを、10月に広島で、12月には仙台で開業いたします。また、地元デザイナーの方々に作品発表の場

を提供し才能を磨いていただくお手伝いをするため、地元の方々からデザインを公募し、「広島ワシン

トンホテル」では「ひろしまルーム」を、「仙台ワシントンホテル」では「みやぎルーム」を作りま

す。平成27年に開業予定の「新宿東宝ビルワシントンホテル（仮称）」の工事も計画どおり進捗して

おり、収益基盤の強化拡大を継続いたします。

　

ウ．小涌園事業

    小涌園事業もお客様のニーズの多様化に対応しております。箱根小涌園ユネッサンにおいて、当期

は、大人のお客様によりご満足いただけるように「森の湯」のリニューアルを行い、ご好評をいただい

ております。平成25年度は、ファミリーのお客様によりお楽しみいただけるように「湯～とぴあ」のリ

ニューアルを行います。お客様のニーズにお応えする、施設の強化と告知活動を推進していくことで箱

根小涌園全体の集客力をさらに高めてまいります。

  20年ごとに行われる伊勢神宮式年遷宮に沸くホテル鳥羽小涌園では露天風呂の新設等を、下田海中

水族館では飼育を体験できるバックヤードツアーの実施や、海の生き物たちを海中から見ることがで

きる水中観覧歩道の設置等を行います。新たなサービスや改装により、多くのお客様により一層お楽し

みいただける施設を目指してまいります。

　
②将来成長への布石

ア．ノウハウ事業の拡大

    藤田観光工営株式会社では、平成25年４月より新しいフラワーアレンジメントのテイストを取り入

れた「ザ・ハウスオブカメリアヒルズ フラワースクール」を開講いたします。また、写真・映像事業

を行っている株式会社ビジュアライフでは、新たに音響・演出事業に事業領域を広げてまいります。清

掃管理業務を主に行っている株式会社フェアトン、保養所運営・不動産管理業務を行っている藤田グ

リーン・サービス株式会社では、人材の充実による質の向上を図り、業務の受託拡大をそれぞれ推進し

てまいります。

  当期は、当社グループにて３件の運営受託を獲得して運営をしておりますが、平成25年度は新たに宿

泊施設の運営受託が決定しております。今後はさらに、受託強化へ向けて体制を整え、運営受託の獲得

を加速いたします。このように引き続き当社グループのノウハウを多方面へ展開いたします。
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イ．海外展開

    既存の上海に加え、当期はソウル、台北に拠点を開設いたしました。平成25年度はシンガポールでの

拠点開設を予定しており、合計４拠点を構えることとなります。

  これら海外拠点のネットワーク充実により、とりわけアジア諸国から増加する訪日外国人に対し、当

社施設の認知度向上のための広告宣伝活動を行うほか、現地での事業展開の可能性を探ってまいりま

す。

  また、欧米でも、海外の旅行代理店との同行セールス活動や海外の展示会における当社グループ施設

の告知活動等を継続して行ってまいります。

　
ウ．効率的な体制整備

  お客様のニーズに応え、施策のスピードアップを図るために、当期において全社組織を変更いたしま

した。全ての事業部門を事業本部が統括する従来の体制を変更し、各事業部門に権限を持った責任者

(ＣＯＯ)を配置し、権限を大幅に委譲した事業グループ制へ移行しております。引き続き平成25年度は

本社機能の見直しを行い、小さな本社を目指していくと同時に、全社的に営業系の基幹システムを順次

更新する予定となっており、お客様の満足度を損なうことなく業務の効率化・合理化を進めてまいり

ます。

　
２）技術・技能の強化

サービス・料理など各専門分野については、技術・技能の基礎向上のための技能コンクールの開催に加

え、さらに研鑽を積むための海外ホテル、国内専門スクールへの派遣による教育等を実施しています。また、

平成25年度はマネジメント力強化の教育を取り入れることで、経営感覚に優れた人材の育成も行ってまい

ります。

　
３）ダイバーシティ推進の強化

多様化するお客様のニーズを捉えるためには対応する従業員の多様性を活かさなければなりません。こ

のため不足している女性リーダーの育成に着手いたしました。また、お客様に接する従業員が把握した顧客

ニーズを引き出し共有化することを通じ、スピーディーに対応する仕組みを全事業所に展開いたしました。

これらに加え平成25年度は、雇用形態に捉われず能力を向上させるためのリーダーシップ・マネジメント

研修を新たに実施し、競争力を強化するとともに組織の求心力を高めてまいります。

　
このように当社グループは中期経営計画の方針に沿い、「Yesからはじまるサービス」「おいしいからは

じまる料理」「快適にお過ごしいただける施設」を実現し続ける、「サービス立社」を目指して各施策を

推し進めてまいります。
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４ 【事業等のリスク】

当社グループの事業その他に関するリスクについて、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性がある

と考えられる主な事項を下記のとおり記載いたします。なお、当社グループは、これらのリスク発生の可能

性を認識した上で、発生の回避および発生した場合はその対応に最大限の努力をする所存であります。

  下記事項には、将来に関するものが含まれておりますが、当該事項は当連結会計年度末(平成24年12月31

日)現在において判断したものであり、事業等のリスクはこれらに限定されるものではありません。

　

１  株価の変動

当社グループは、取引先や関連会社を中心に市場性のある株式を126億円保有しており、株価変動のリ

スクを負っております。当連結会計年度末で市場価格により評価すると含み損となっており、今後の株価

の動向次第で業績および財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

２  減損損失の計上

当社グループは、ホテル建物等の有形固定資産を当連結会計年度末で589億円保有しておりますが、今

後一定規模を上回る不動産価額の下落や事業収支の悪化が発生した場合、有形固定資産の一部について

減損損失が発生する可能性があります。

３  賃借した不動産の継続利用もしくは中途解約

ワシントンホテル等ホテル事業においては、ホテル不動産を長期に賃借しているものがあり、不動産の

所有者が破綻等の状態に陥り、継続利用が困難となった場合には業績に悪影響が生じる可能性がありま

す。またこれらは実質的に解約不能な長期賃貸借契約となっており、何らかの事情に基づき当社グループ

の意図により契約を中途解約することがあった場合、残存期間分の未経過賃料398億円のうちの一部につ

いて、賃料の支払もしくは補填の義務が生じ、業績に悪影響を与える可能性があります。

４  自然災害および流行性疾患の発生

当社グループの設備に影響を及ぼす大地震、台風、異常な降雪等の災害が発生した場合は、営業の一時

停止等や建物の再建等の負担が生じる可能性があります。また、新型インフルエンザ等の流行性疾患が発

生した場合には、遠距離移動の制限や旅行の取りやめが予想され、当社グループの業績に悪影響を与える

可能性があります。

５  不動産周辺事業からの撤退損失

当社グループでは従前、不動産分譲事業を活発に行っていた時期があり、現在でも道路、水道等インフ

ラや不動産管理等の周辺事業を引き続き行っていますが、これらの多くのものは低採算もしくは不採算

であり、これらの事業からの撤退を決めた場合、相応の額の損失が一時的に発生する可能性があります。

６  繰延税金資産

当社グループは将来減算一時差異および税務上の繰越欠損金に対し、39億円の繰延税金資産を計上し

ています。繰延税金資産は、将来の課税所得等に関する予測に基づき回収可能性を検討し計上しています

が、実際の課税所得が予測を大幅に下回った場合等には回収可能性の見直しを行い、回収可能額まで繰延

税金資産を取崩すことにより、当社グループの業績および財務状況に悪影響を与える可能性があります。

７  食中毒等の事故

安全衛生には十分注意を払っておりますが、万が一食中毒等が発生した場合は、お客さまの信認を損

ね、また営業の一時停止等が生じる可能性があります。
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８  円金利の変動

当連結会計年度末における借入金408億円のうち、59億円は変動金利による借入となっており、今後国

内景気の回復により円金利が上昇すると、金利負担の増大を招く可能性があります。

　

５ 【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。

　

６ 【研究開発活動】

該当事項はありません。

　

７ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　

文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。

　

(1)  重要な会計方針及び見積り

当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般公正妥当と認められている会計基準に基づき

作成されております。この連結財務諸表の作成にあたっては、過去の実績や状況に応じ合理的であると

考えられる様々な要因に基づき、見積りおよび判断を行っております。

　

(2)  当連結会計年度の経営成績の分析

①売上高

当連結会計年度の売上高は60,498百万円（前連結会計年度57,371百万円）となり、3,127百万円

（5.5％）の増収となりました。婚礼部門は改装工事等の機会損失もあり、前年から減収となりました

が、宿泊部門は稼働、単価ともに増加、レストラン部門、宴会部門、およびレジャー部門においても、利用

人員が増加し、震災のあった前年を上回りました。

　

②売上原価および売上総利益

当連結会計年度の売上原価は55,900百万円（前連結会計年度52,848百万円）となり、3,051百万円

（5.8％）の増加となりました。省エネ機器導入などコスト削減を行いましたが、前期に実施した震災

に伴う緊急施策を終了したことに加え、ホテル椿山荘東京など将来に向けた投資等を積極的に実施し

た結果、当連結会計年度の売上総利益は4,598百万円（前連結会計年度4,522百万円）となり、76百万円

（1.7％）の増益となりました。

また、売上総利益率は7.9％から7.6％へと0.3％減少しました。
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③販売費及び一般管理費ならびに営業利益

当連結会計年度の販売費及び一般管理費は3,720百万円（前連結会計年度3,203百万円）となり、517

百万円（16.1％）増加しました。主に前述の震災に伴う緊急施策の終了によるもので、これらの結果、

当連結会計年度の営業利益は877百万円（前連結会計年度1,318百万円）となり、440百万円（33.4％）

の減益となりました。

また、営業利益率は2.3％から1.5％へと0.8％減少しました。

　

④営業外損益および経常利益

当連結会計年度の営業外損益は247百万円の損失（前連結会計年度276百万円の損失）となりまし

た。受取配当金や支払利息など主な収支の計上はほぼ前年並みとなり、この結果、当連結会計年度の経

常利益は630百万円（前連結会計年度1,042百万円）と、411百万円（39.5％）の減益となりました。

  また、経常利益率は1.8％から1.0％へと0.8％減少しました。

　

⑤特別損益

当連結会計年度の特別利益は516百万円（前連結会計年度243百万円）となりました。主に、原子力発

電所事故に伴う東京電力から支払を受けた賠償金の計上によるものです。

  また、特別損失は564百万円（前連結会計年度4,892百万円）となり、4,327百万円減少しました。主

に、ホテル椿山荘開業に向けた改装等に伴う固定資産除却損、遊休不動産等の減損損失の計上によるも

のです。

⑥法人税等、少数株主損失および当期純損失

当連結会計年度の法人税等は187百万円（前連結会計年度100百万円）となりました。これに少数株

主利益27百万円を減じた結果、当連結会計年度の当期純利益は368百万円（前連結会計年度は当期純損

失3,544百万円）となり、3,913百万円の増益となりました。

　

⑦財政状態の分析

（流動資産）

当連結会計年度末における流動資産の残高は10,672百万円（前連結会計年度末12,277百万円）とな

り、1,604百万円（13.1％）減少しました。主に、国内の金融情勢が落ち着きをみせていることから手元

資金を1,889百万円減少させたことによるものです。

　

（固定資産）

当連結会計年度末における固定資産の残高は86,354百万円（前連結会計年度末83,641百万円）とな

り、2,712百万円（3.2％）増加しました。投資その他の資産の増加が主なものであり、内訳は、株式市況

の回復に伴う保有株式の時価上昇、投資有価証券の新規取得、および開業予定のホテル建物賃借予約金

支払などで、投資その他の資産が前連結会計年度末に比べて2,731百万円増加しました。
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（流動負債）

当連結会計年度末における流動負債の残高は21,717百万円（前連結会計年度末21,201百万円）とな

り、516百万円（2.4％）増加しました。短期借入金が返済により減少した一方で、ホテル椿山荘東京の

設備投資による未払金等が増加となりました。

　

（固定負債）

当連結会計年度末における固定負債の残高は53,950百万円（前連結会計年度末54,463百万円）とな

り、512百万円（0.9％）減少しました。主な要因は、会員預り金の返還による減少や、契約損失引当金の

取崩しによるものです。

　

（純資産）

当連結会計年度末における純資産の残高は21,358百万円（前連結会計年度末20,253百万円）とな

り、1,104百万円（5.5％）増加しました。剰余金の配当などにより利益剰余金が110百万円減少した一

方、前述固定資産の分析でも記載のとおり、株式市況の回復により株式時価が上昇し、その他有価証券

評価差額金が1,195百万円増加しました。

　

(3)  資本の財源及び資金の流動性についての分析

　

①キャッシュ・フローの分析

当連結会計年度末の現金及び現金同等物の残高は、前連結会計年度末の6,961百万円から1,889百万

円減少し、5,071百万円となりました。各活動区分別の状況は以下のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動によるキャッシュ・フローは、前連結会計年度より727百万円の収入増となる、3,886百万円

のキャッシュ・インとなりました。営業利益、経常利益はともに減益だったものの、特別利益で計上し

た補償金の収入等が主な要因となりました。

　

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動によるキャッシュ・フローは、前連結会計年度より607百万円の支出減となる、4,407百万円

のキャッシュ・アウトとなりました。ホテル椿山荘東京の開業に向けた改装工事など将来の競争力強

化へ向けた投資に加え、コスト削減や省エネ効果のある機器の導入などを実施し有形・無形固定資産

の取得によるキャッシュ・アウトが2,947百万円、投資有価証券の取得999百万円、開業予定のホテル建

物賃借予約金の支払493百万円が主な要因となりました。
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（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動によるキャッシュ・フローは、1,371百万円のキャッシュ・アウト（前連結会計年度は552

百万円のキャッシュ・イン）となりました。手元資金を借入金の返済に充てたことにより、短期、長期

を合わせた借入金の純増減合計は822百万円の減少（前連結会計年度は193百万円の増加）し、当連結

会計年度の借入金総額は40,843百万円となりました。その他にも、配当金の支払（少数株主への支払を

含む）により488百万円の支出もあり、これらが主な要因となりました。

　

②資金調達と流動性

当社グループは、事業活動のための資金確保、流動性の維持ならびに健全な財政状態を常に目指し、

安定的な営業キャッシュ・フローの確保に努めております。その施策の一つとして、キャッシュマネジ

メントシステムの導入によるグループ各社の余剰資金の一元管理を行い、資金効率の向上を図ってお

ります。また、複数の金融機関と総額で217億円の当座貸越契約およびコミットメントライン契約を締

結することにより、資金調達リスクに対する補完措置がなされております。

  また安定的な資金調達の一環として長期借入金の比率を高めており、当連結会計年度末の有利子負

債残高は40,843百万円、短期借入金の残高は5,575百万円、長期借入金(一年以内に返済期限の到来する

長期借入金を含む)の残高は35,268百万円となっております。

　

(4)  戦略的現状と見通し

平成25年度の当社グループを取り巻く事業環境は、新政権による国内経済対策や財政の崖を回避した

米国経済の持ち直しへの期待感が高まるものの、依然として継続するデフレや欧州経済の情勢、近隣諸国

との政治的摩擦等の懸念材料も多く、決して楽観視できない状況にあると認識しております。

  このような状況の中、当社グループは、平成25年1月に「ホテル椿山荘東京」がオープンし、秋以降には

「広島ワシントンホテル」、「仙台ワシントンホテル」、太閤園に邸宅風宴会場「桜苑」のオープンを予

定し、より一層多様化するお客様のニーズに応えるとともに、収益基盤の強化を拡大してまいります。ま

た、海外事業では4拠点目となるシンガポールへの拠点進出を行い、海外からのお客様の更なる取り込み

を図り、ノウハウ事業では人材の育成、充実による質の向上を図り、宿泊施設の運営受託等、業務の受託拡

大を推し進めてまいります。

以上の取り組みなどから、次期の業績予想については、売上高620億円、営業利益13億円、経常利益10億

円、当期純利益5億円と、当期と比較して増収増益を見込んでおります。
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第３ 【設備の状況】

１ 【設備投資等の概要】

当連結会計年度の設備投資の総額は4,304百万円となり、前連結会計年度との比較では、1,652百万円の減

少となりました。セグメントごとの設備投資は、以下の通りです。

　

　 当連結会計年度 前連結会計年度比

　 （百万円） （百万円）

椿山荘・太閤園事業 2,591 △2,322

ワシントンホテル事業 539 340

小涌園事業 525 222

ノウハウ事業 57 38

計 3,713 △1,720

その他 120 △7

全社資産 469 75

合計 4,304 △1,652

　

    上記金額には無形固定資産が含まれております。

　

椿山荘・太閤園事業において、ホテル椿山荘東京の開業に向けた改装工事を行ったほか、ワシントンホテ

ル事業に属する新宿ワシントンホテルの自動チェックイン機導入、小涌園事業に属する箱根ホテル小涌園

の客室改装など、営業施設の商品力・競争力強化に向けた投資を実施しました。その他にも安全対策や省エ

ネ推進のための投資や、全社資産として会計業務のシステム投資も実施しました。

　

EDINET提出書類

藤田観光株式会社(E04560)

有価証券報告書

 23/122



　

２ 【主要な設備の状況】

(1) 提出会社

平成24年12月31日現在

事業所名
(所在地)

セグメント
の名称

設備の内容

帳簿価額(百万円) 従業
員数
(名)

建物
及び構築物

工具、器具及
び備品

土地
(面積千㎡)

その他 合計

椿山荘
(東京都文京区)

椿山荘・太
閤園事業

  レストラン６店舗
  (プラザ・料亭・木春堂)
  宴会場19室
  大宴会場１室

7,644 542
49

( 49 )
187 8,424

121
[406]

フォーシーズンズ
ホテル椿山荘 東京
(東京都文京区)

椿山荘・太
閤園事業

  客室259室
  レストラン５店舗
  宴会場15室
  会議場１室
  (アンフィシアター)
  スパ・トリートメント施設

11,067 467 ― 454 11,989
98

[283]

太閤園
(大阪市都島区)

椿山荘・太
閤園事業

  レストラン５店舗
  宴会場(迎賓館)10室
  宴会場(別館)２室
  淀川邸16室

1,262 160
4,131
( 25 )

17 5,572
77

[154]

カメリアヒルズ
カントリークラブ
(千葉県袖ヶ浦市)

椿山荘・太
閤園事業

  18ホール
  6,680ヤード
  クラブハウス

1,956 25
3,844
( 585 )

28 5,854
12
[84]

秋葉原ワシントン
ホテル
(東京都千代田区)

ワシントン
ホテル事業

  客室369室
  レストラン１店舗
㈱ダイハツより賃借し、営業
をおこなっております。

92 109 ― 6 208
24
[12]

新宿ワシントン
ホテル
(東京都新宿区)

ワシントン
ホテル事業

新宿ワシントンホテル本館：
  客室1,297室
  レストラン２店舗
みずほ信託銀行㈱他１名より
賃借し営業をおこなっており
ます。
新宿ワシントンホテル新館：
  客室337室
  (内経営受託分337室)
  レストラン１店舗
  会議室８室
㈱日進産業他１名よりレスト
ラン、会議室を賃借し、営業を
おこなっております。

296 246 ― 42 585
69

[154]

横浜ワシントン
ホテル
(横浜市中区)

ワシントン
ホテル事業

横浜伊勢佐木町ワシントンホ
テル：
  客室399室
  (内経営受託分210室)
  レストラン１店舗
丸八殖産㈱他１名より賃借
し、営業をおこなっておりま
す。
横浜桜木町ワシントンホテ
ル：
  客室553室
  レストラン１店舗
  会議室３室
オリックス不動産投資法人よ
り賃借し営業をおこなってお
ります。

106 54 ― 2 163
28
[74]

 
ホテル
グレイスリー銀座
(東京都中央区）
 

ワシントン
ホテル事業

  客室270室
  レストラン１店舗
サッポロ不動産開発㈱他１名
より賃借し、営業をおこなっ
ております。

35 61 ― 2 99
 
18
[19]

ホテル
グレイスリー田町
(東京都港区）

ワシントン
ホテル事業

  客室216室
  レストラン１店舗
みずほ信託銀行㈱より賃借
し、営業をおこなっておりま
す。

85 55 ― 0 141
6

[13]

東京ベイ有明
ワシントンホテル
(東京都江東区)

ワシントン
ホテル事業

  客室830室
  レストラン１店舗
  宴会場２室
  会議場５室
㈱東京ビッグサイトより賃借
し営業をおこなっておりま
す。

184 155 ― 2 342
39
[82]
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事業所名
(所在地)

セグメント
の名称

設備の内容

帳簿価額(百万円) 従業員
数
(名)

建物
及び構築物

工具、器具
及び備品

土地
(面積千㎡)

その他 合計

箱根小涌園
(神奈川県足柄下郡
箱根町)

小涌園事業

ユネッサン：
  ユネッサン
  (古代ローマ風呂他)
  湯ーとぴあ
  (温泉プール他)
  森の湯
  (露天風呂他)
  ミーオモール
  (ショッピング＆
    レストラン)
  貴賓館・迎賓館
箱根ホテル小涌園：
  客室220室
  レストラン６店舗
  会議場７室
  宴会場４室
ユネッサンイン：
  客室61室
  レストラン１店舗
Ｂ＆Ｂパンシオン：
  客室224室

9,111 183
676

( 584 )
116 10,087

88
[128]

関連事業部
不動産周辺事業
(東京都文京区)

その他
箱根ヴェルデ西館リバティ
その他の設備

1,629 25
4,857

（15,816)
109 6,621

－
[－]

　　
(2) 国内子会社

平成24年12月31日現在

会社名
事業所名
(所在地)

セグメント
の名称

設備の内容

帳簿価額(百万円) 従業員
数
(名)建物

及び構築物
工具、器具
及び備品

土地
(面積千㎡)

その他 合計

藤田ホテ
ルマネジ
メント㈱

京都国際ホテル
(京都市中京区)

椿山荘・
太閤園事
業

  客室274室
  レストラン４店舗
  宴会場15室
親会社より賃借し、営業
をおこなっております。

2 4 ― 0 8

61
[98]

ホテルフジタ奈
良
(奈良県奈良市)

椿山荘・
太閤園事
業

  客室117室
アーク不動産㈱より賃
借し、営業をおこなって
おります。

― 1 ― ― 1

能登興業
開発㈱

能登カントリー
クラブ
(石川県羽咋郡
宝達志水町)

椿山荘・
太閤園事
業

  27ホール
  10,569ヤード
  クラブハウス

532 22
940

( 1,277 )
14 1,509

14
[34]

札幌ワシ
ントンホ
テル㈱

ホテル
グレイスリー
札幌
(札幌市中央区)

ワシント
ンホテル
事業

  客室440室
  レストラン１店舗
㈱読売新聞東京本社よ
り賃借し、営業をおこ
なっております。

71 46 ― 0 118
16
[35]

藤田観光
ワシント
ンホテル
旭川㈱

藤田観光ワシン
トンホテル旭川
(北海道旭川市)

ワシント
ンホテル
事業

  客室260室
  (内経営受託分87室)
  レストラン１店舗
  宴会場２室
㈱金市舘より賃借し、営
業をおこなっておりま
す。

0 6 ― 0 7
7

[19]

㈱福井ワ
シントン
ホ テ ル
サービス

ホテルフジタ
福井
(福井県福井市)

ワシント
ンホテル
事業

  客室354室
  レストラン４店舗
  宴会場６室
㈱第一ビルディング他
２名より賃借し、営業を
おこなっております。

112 45 ― 1 158
21
[52]
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会社名
事業所名
(所在地)

セグメント
の名称

設備の内容

帳簿価額(百万円) 従業員
数
(名)

建物
及び構築物

工具、器具及
び備品

土地
(面積千㎡)

その他 合計

関西エア
ポートワ
シントン
ホテル㈱

関西エアポート
ワシントンホテ
ル
(大阪府
泉佐野市)

ワシント
ンホテル
事業

  客室502室
  レストラン１店舗
  宴会場10室
三井住友信託銀行㈱他
１名より賃借し、営業を
おこなっております。

― ― ― ― ―
13
[64]

キャナル
シティ・
福岡ワシ
ントンホ
テル㈱

キャナルシティ
・福岡ワシント
ンホテル
(福岡市博多区)

ワシント
ンホテル
事業

  客室423室
三井住友信託銀行㈱よ
り賃借し、営業をおこ
なっております。

57 38 ― 0 95
14
[16]

㈱長崎ワ

シントン

ホ テ ル

サービス

長崎ワシントン
ホテル
(長崎県長崎市)

ワシント
ンホテル
事業

  客室300室
  レストラン２店舗
  宴会場１室
㈱伊万里玉屋より賃借
し、営業をおこなってお
ります。

48 53 ― 0 103
11
[27]

藤 田 グ
リーン・
サービス
㈱

藤田グリーン・
サービス
(東京都文京区)

ノウハウ
事業

箱根他７つのウィスタ
リアンライフクラブを
運営受託し、箱根ではホ
テルを親会社に賃貸し
ております。

1,356 18
20
( 1 )

0 1,395
45
[93]

　 (注) １  帳簿価額には、建設仮勘定の金額を含んでおりません。

２  カメリアヒルズカントリークラブの土地の中にはコース勘定2,450百万円、能登興業開発㈱の土地の中には

コース勘定357百万円を含んでおります。

３  上記の他、主なリース資産としてホテル事業で使用しているホテル用備品等があります。

４  臨時従業員数は［  ］内に年間の平均人員を外数で記載しております。

　

３ 【設備の新設、除却等の計画】

(1) 重要な設備の新設等

　

会社名
事業所名
(所在地)

セグメント
の名称

設備の
内容

投資予定額
資金調達
方法

着手年月 完了予定
総額
(百万円)

既支払額
(百万円)

提出会社
太閤園
（大阪市都島区）

椿山荘・太閤
園事業

宴会場の
新設

806 ―
自己資金
ほか

平成24年
12月

平成25年
９月

同上

新宿東宝ビル
ワシントンホテル
（仮称）
（東京都新宿区）

ワシントンホ
テル事業

ホテルの
新設

2,664 382同上
平成24年
７月

平成27年
４月

同上
仙台ワシントン
ホテル
（仙台市青葉区）

同上 同上 829 50同上
平成24年
11月

平成25年
11月

同上
広島ワシントン
ホテル
（広島市中区）

同上 同上 590 63同上
平成24年
５月

平成25年
10月

(注)  上記の金額に消費税等は含まれておりません。

　

(2) 重要な設備の除却等

  経常的な設備の更新のための除却等を除き、重要な設備の除却等の計画はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 440,000,000

計 440,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(平成24年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成25年3月26日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 122,074,243122,074,243

東京証券取引所
市場第１部
大阪証券取引所
市場第１部

単元株式数  1,000株

計 122,074,243122,074,243― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成17年５月６日 ― 122,074,243 ― 12,081 △5,340 3,020

(注)  「商法等の一部を改正する等の法律」（平成13年法律第79号）による旧商法第289条第２項の規定
に基づき、平成17年３月30日開催の定時株主総会の決議および法定手続の完了を経て、平成17年５
月６日に資本準備金5,340百万円を減少し、その他資本剰余金に振り替えました。
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(6) 【所有者別状況】

平成24年12月31日現在

区分

株式の状況(１単元の株式数1,000株)

単元未満
株式の状況
(株)

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計
個人以外 個人

株主数
(人)

― 38 16 265 62 1 9,1449,526 ―

所有株式数
(単元)

― 30,470 114 52,30521,451 1 17,257121,598476,243

所有株式数
の割合(％)

― 25.06 0.09 43.0217.64 0.00 14.19 100 ―

(注)  自己株式2,154,600株は「個人その他」に2,154単元、「単元未満株式の状況」に600株含まれております。

　

EDINET提出書類

藤田観光株式会社(E04560)

有価証券報告書

 28/122



　

(7) 【大株主の状況】

平成24年12月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

ＤＯＷＡホールディングス㈱ 東京都千代田区外神田四丁目14番１号 38,143 31.24

シージーエムエル－アイピービー
カスタマーコラテラルアカウント
(常任代理人 シティバンク銀行㈱)

CITIGROUP CENTRE,CANADA SQUARE,
CANARY WHARF,LONDON E14 5LB
(東京都品川区東品川二丁目３番14号)

17,346 14.20

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内二丁目７番１号 4,883 4.00

㈱みずほコーポレート銀行
(常任代理人 資産管理サービス信託銀
行㈱)

東京都千代田区丸の内一丁目３番３号
(東京都中央区晴海一丁目８番12号)

4,611 3.77

常和ホールディングス㈱ 東京都中央区日本橋本町一丁目７番２号 3,521 2.88

明治安田生命保険(相)
(常任代理人 資産管理サービス信託銀
行㈱)

東京都千代田区丸の内二丁目１番１号
(東京都中央区晴海一丁目８番12号)

3,008 2.46

日本生命保険(相) 東京都千代田区丸の内一丁目６番６号 2,729 2.23

三井住友信託銀行㈱
(常任代理人 日本トラスティ・サービ
ス信託銀行㈱)

東京都千代田区丸の内一丁目４番１号
(東京都中央区晴海一丁目８番11号)

2,428 1.98

清水建設㈱ 東京都中央区京橋二丁目16番１号 1,842 1.50

アサヒビール㈱ 東京都墨田区吾妻橋一丁目23番１号 1,811 1.48

計 ― 80,324 65.80

(注) １  大株主は、平成24年12月31日現在の株主名簿によるものです。
２  株式数は、千株未満を切り捨てて表示しております。
３  当社は、自己株式2,154千株（発行済株式総数に対する割合1.76％）を保有しておりますが、上記大株主から
除いております。
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(8) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成24年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式

2,154,000
― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

119,444,000
119,444 ―

単元未満株式
普通株式

476,243
― ―

発行済株式総数 122,074,243― ―

総株主の議決権 ― 119,444 ―

(注)  単元未満株式には、当社所有の自己株式600株が含まれております。

　

　

② 【自己株式等】

平成24年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式) 　 　 　 　 　

藤田観光㈱
東京都文京区関口
二丁目10番８号

2,154,000 ― 2,154,0001.76

計 ― 2,154,000 ― 2,154,0001.76

　

(9) 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。
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２ 【自己株式の取得等の状況】
　

【株式の種類等】 会社法第155条第７号による普通株式の取得
　

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

　

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

　

区分 株式数（株） 価額の総額（百万円）

当事業年度における取得自己株式 6,538 1

当期間における取得自己株式 112 0

（注）当期間における取得自己株式には、平成25年3月1日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の

買取りによる株式数は含めておりません。

　

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

　

区分
当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額
(百万円)

株式数(株)
処分価額の総額
(百万円)

引き受ける者の募集を行った
取得自己株式

－ － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る
移転を行った取得自己株式

－ － － －

その他(単元未満株式の売渡請求によ
る処分)

914 0 － －

保有自己株式数 2,154,600 － 2,154,712 －
　

（注）当期間における保有自己株式には、平成25年３月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式

の買取りおよび処分による株式数は含めておりません。
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３ 【配当政策】

当社は、剰余金の配当にあたっては株主の皆さまへの還元を十分に配慮し、今後の企業体質の一層の強化

と事業展開に活用する内部留保の蓄積を勘案のうえ、業績に応じた配当を行うことを基本方針としており

ます。当社の剰余金の配当は、中間配当および期末配当の年２回を基本的な方針としており、配当の決定機

関は、中間配当は取締役会、期末配当は株主総会であります。

  当期の配当につきましては、当期の業績ならびに今後の事業環境、財務内容および配当性向等を総合的に

勘案し、当社普通株式１株につき金４円としております。

  なお、当社は、会社法第454条第５項に規定する中間配当を行うことができる旨を定めております。

　

（注）  当期を基準日とする剰余金の配当の株主総会の決議年月日ならびに配当金の総額および１株当たり

の配当額は以下のとおりであります。

      株主総会決議日  平成25年３月26日

      配当金の総額           479百万円

      １株当たり配当額      ４円００銭

　

４ 【株価の推移】

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

　

回次 第76期 第77期 第78期 第79期 第80期

決算年月 平成20年12月 平成21年12月 平成22年12月 平成23年12月 平成24年12月

最高(円) 845 485 405 389 324

最低(円) 440 345 324 239 237

(注)  最高・最低株価は、東京証券取引所市場第１部におけるものであります。

　

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】

　

月別 平成24年７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高(円) 267 268 265 266 296 324

最低(円) 240 238 243 250 252 288

(注)  最高・最低株価は、東京証券取引所市場第１部におけるものであります。
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５ 【役員の状況】
　

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有
株式数
(千株)

取締役社長
兼

執行役員社長
(代表取締役)

　 瀬川  章
昭和30年
１月22日生

昭和52年４月 株式会社日本興業銀行(現 株式会社みずほコーポレート

銀行)入行

（注）
4

2

平成12年９月 同行営業第十一部長

平成14年４月 同行本店営業第十二部長

平成14年10月 同行企業第三部長

平成15年４月 同行本店営業第三部長

平成16年６月 同行営業第五部長

平成17年４月 同行執行役員名古屋営業部長

平成20年４月 同行常務執行役員営業担当役員

平成22年４月 同行理事

平成22年６月 DOWAホールディングス株式会社常勤監査役

平成23年６月

平成24年３月

平成24年10月

平成25年３月

同社取締役

当社顧問

当社執行役員副社長

当社取締役社長兼執行役員社長(現)

取締役副社長
兼

執行役員
副社長

(代表取締役)

椿山荘・太
閤園事業グ
ループ最高
業務執行責
任者(COO)

佐々木  明
昭和25年
11月11日生

昭和45年４月 当社入社

（注）

4
2

平成10年３月 藤田観光ワシントンホテル旭川総支配人

平成13年９月 新潟ワシントンホテル総支配人

平成14年６月 横浜ワシントンホテル総支配人

平成18年４月 札幌ワシントンホテル株式会社代表取締役社長兼札幌ワ

シントンホテル(現 ホテルグレイスリー札幌)総支配人

平成21年１月 当社執行役員兼札幌ワシントンホテル株式会社代表取締

役社長兼ホテルグレイスリー札幌総支配人

平成23年５月 当社執行役員事業本部長室長

平成24年３月 当社取締役兼執行役員事業本部副本部長兼事業本部長室

長

平成24年７月 当社取締役兼執行役員椿山荘・太閤園事業グループ最高

業務執行責任者(COO)

平成25年３月当社取締役副社長兼執行役員副社長椿山荘・太閤園事業

グループ最高業務執行責任者(COO)(現)
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有
株式数
(千株)

常務取締役
兼

常務執行役員

管理
グループ長

菊永  福芳
昭和26年
３月８日生

昭和48年４月 株式会社三和銀行（現 株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行）

入行

（注）

4
14

平成８年10月 同行谷町支店長

平成10年11月 三和インターナショナルピーエルシー取締役社長

平成14年４月 ＵＦＪソリューションコンサルティング株式会社

取締役社長

平成14年８月 当社執行役員太閤園総支配人

平成16年３月 当社取締役コーポレートセンター担当

平成19年３月 当社常務取締役兼執行役員コーポレートセンター担当

平成21年１月 当社常務取締役兼執行役員管理本部長

平成22年３月 当社常務取締役兼常務執行役員管理本部長

平成24年３月 当社常務取締役兼常務執行役員国際事業担当

平成24年７月 当社常務取締役兼常務執行役員国際事業グループ最高業

務執行責任者(COO)

平成25年３月 当社常務取締役兼常務執行役員管理グループ長(現)

常務取締役
兼

常務執行役員

人事
グループ長

山田  健昭
昭和33年
７月27日生

昭和57年４月 同和鉱業株式会社(現  ＤＯＷＡホールディングス株式

会社)入社

（注）

4
2

平成15年４月 同社エレクトロニクス＆メタルプロセシングカンパニー

電子材料事業部長

平成18年４月 同社コーポレートスタッフ人事・労働部門部長

平成19年６月 同社執行役員人事担当

平成20年４月 同社執行役員人事・人材開発担当

平成20年６月 同社取締役

平成24年３月

平成24年７月

当社常務取締役兼常務執行役員人事組織担当

当社常務取締役兼常務執行役員人事グループ長(現)

取締役
兼

執行役員

ホテル椿山
荘東京
総支配人

浦嶋  幸一
昭和31年
５月11日生

昭和55年４月 当社入社

（注）

4
6

平成13年７月 秋田ワシントンホテル総支配人

平成15年７月 株式会社秋田ワシントンホテルサービス代表取締役社長

兼秋田ワシントンホテル総支配人

平成16年６月 十和田ホテル株式会社代表取締役社長兼十和田ホテル総

支配人

平成18年７月 藤田ホテルマネジメント株式会社取締役兼ホテルフジタ

京都支配人

平成20年１月 当社執行役員太閤園総支配人

平成24年３月 当社取締役兼執行役員太閤園総支配人兼藤田ホテルマネ

ジメント株式会社代表取締役社長

平成25年１月 当社取締役兼執行役員ホテル椿山荘東京総支配人兼藤田

ホテルマネジメント株式会社代表取締役社長

平成25年３月

 
当社取締役兼執行役員ホテル椿山荘東京総支配人(現)
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有
株式数
(千株)

取締役
兼

執行役員

ワシントン
ホテル事業
グループ最
高業務執行
責任者(COO)

都築  輝己
昭和30年
４月15日生

昭和54年４月 当社入社

（注）

4
7

平成13年８月 成田エアポートワシントンホテル総支配人

平成14年12月 ワシントンホテル事業部マーケティング室長

平成15年７月 ワシントンホテル事業部企画室長兼マーケティング室長

平成16年３月 当社執行役員ワシントホテルカンパニー企画室長

平成17年１月 当社執行役員新宿ワシントンホテル総支配人

平成19年10月 当社執行役員ワシントンホテルカンパニーバイスプレジ

デント

平成21年１月

 
平成25年３月

関西エアポートワシントンホテル株式会社代表取締役社

長兼関西エアポートワシントンホテル総支配人

当社取締役兼執行役員ワシントンホテル事業グループ最

高業務執行責任者(COO)(現)

取締役
兼

執行役員

新宿ワシン
トンホテル
総支配人

北原  昭
昭和31年
８月25日生

昭和57年４月 当社入社

（注）

4
4

平成13年９月 藤田観光ワシントンホテル旭川総支配人

平成15年７月 藤田観光ワシントンホテル旭川株式会社代表取締役社長

兼藤田観光ワシントンホテル旭川総支配人

平成16年１月 株式会社成田ワシントンホテルサービス代表取締役社長

兼成田エアポートワシントンホテル総支配人

平成17年３月 関西エアポートワシントンホテル株式会社代表取締役社

長兼関西エアポートワシントンホテル総支配人

平成19年10月 新宿ワシントンホテル総支配人

平成23年３月 当社執行役員新宿ワシントンホテル総支配人

平成25年３月 当社取締役兼執行役員新宿ワシントンホテル総支配人

(現)

取締役 　 残間 里江子
昭和25年
３月21日生

昭和45年４月 静岡放送株式会社入社 アナウンサー

（注）

4
3

昭和48年６月 株式会社光文社入社 女性自身編集部記者

昭和55年６月 株式会社キャンディッド(現 株式会社キャンディッド・

コミュニケーションズ)設立、代表取締役社長。平成14年

12月より同社代表取締役会長(現)

平成13年１月 財務省「財政制度等審議会」委員

平成13年２月 国土交通省「社会資本整備審議会」委員

平成16年３月 厚生労働省「2007年ユニバーサル技能五輪国際大会」総

合プロデューサー

平成17年７月 株式会社クリエイティブ・シニア(現 株式会社キャン

ディッド・プロデュース)設立、代表取締役社長(現)

平成21年１月 大人のネットワークclub willbe 創設、代表(現)

平成21年８月 法務省「裁判員制度に関する検討会」委員(現)

平成22年３月 当社取締役(現)

　

EDINET提出書類

藤田観光株式会社(E04560)

有価証券報告書

 35/122



　

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有
株式数
(千株)

常勤監査役 　 濵松  修
昭和24年
11月１日生

昭和44年４月 当社入社

（注）

5
5

平成９年７月 当社箱根小涌園総務支配人

平成11年４月 当社リゾート事業部企画室長

兼箱根小涌園総務支配人

平成15年11月 当社レジャー事業部企画室(ホテルやまなみ総支配人)

平成17年３月 株式会社東京ビーピーエス取締役

平成18年３月 同社専務取締役

平成19年３月 同社専務取締役兼当社コーポレートセンター

総務グループリーダー

平成20年３月 当社常勤監査役(現)

平成21年６月 ＤＯＷＡホールディングス株式会社社外監査役(現)

常勤監査役 　 山口  正三
昭和26年
６月29日生

昭和49年４月 当社入社

（注）

5
2

平成８年４月 当社椿山荘経理課長

平成９年10月 当社リゾート事業部企画室長

平成11年３月 当社内部監査室長

平成13年３月 当社コーポレートセンター運営管理グループリーダー

平成14年３月 株式会社東京ビーピーエス取締役

平成21年９月 当社ＣＳＲ推進室長

平成24年３月 当社常勤監査役(現)

監査役 　 佐藤  金義
昭和21年
８月21日生

昭和45年７月 三井信託銀行株式会社(現 三井住友信託銀行株式会社)

入社

（注）

5
―

平成６年５月 同社北九州支店長

平成８年11月 同社不動産開発部長

平成10年５月 同社渋谷支店長

平成11年６月 京王自動車株式会社取締役経営企画部長

平成14年６月 同社常務取締役営業本部長兼営業管理部長

平成18年10月 同社常務取締役運輸事業本部長

平成21年３月 当社監査役(現)

監査役 　 吉井  出
昭和37年
７月１日生

昭和61年４月 同和鉱業株式会社(現 ＤＯＷＡホールディングス株式会

社)入社

（注）

5
―

平成18年４月 同社エレクトロニクスマテリアルズカンパニー企画室長

平成20年４月 ＤＯＷＡエレクトロニクス株式会社取締役

平成23年４月 ＤＯＷＡホールディングス株式会社企画・広報部門長

(現)

平成23年４月 ＤＯＷＡメタルマイン株式会社取締役(現)

平成23年４月 ＤＯＷＡマネジメントサービス株式会社監査役(現)

平成24年３月 当社監査役(現)

平成24年４月 ＤＯＷＡメタルテック株式会社取締役

平成24年８月 ＤＯＷＡ ＩＮＴＥＲＮＡＴＩＯＮＡＬ ＣＯＲＰＯＲＡ

ＴＩＯＮ 代表取締役社長(現)

計 　 47
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(注) １  取締役のうち残間里江子氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。

２  監査役のうち佐藤金義氏および吉井出氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。

３  当社の取締役の任期は１年以内、監査役の任期は４年以内となっております。

４  任期は、平成24年12月期に係る定時株主総会終結の時から、平成25年12月期に係る定時株主総会終結の時まで

であります。

５  任期は、平成23年12月期に係る定時株主総会終結の時から、平成27年12月期に係る定時株主総会終結の時まで

であります。

６  当社では、経営意思決定の迅速化・効率化のために、取締役会は戦略的な経営意思決定および業務執行監督機

関としての機能に重点をおくこととし、グループ全体戦略の責任と事業運営の責任とを明確にすることを目

的として、執行役員制度を導入しております。

    執行役員は17名であり、上記の取締役兼務者7名を除く10名の氏名および主な担当業務は以下のとおりであり

ます。

常務執行役員 企画グループ長 八丁地園子

執行役員 小涌園事業グループ 最高業務執行責任者(COO) 牧野  龍裕

執行役員 経理・財務グループ長 藁科  卓也

執行役員 ノウハウ事業グループ 最高業務執行責任者(COO) 富田  秋雄

執行役員 経理・財務グループ(情報システム担当責任者) 山石  靖男

執行役員 人事グループ(ダイバーシティ推進担当責任者) 木村  修二

執行役員 国際事業グループ 最高業務執行責任者(COO) 山足    徹

執行役員 椿山荘・太閤園事業グループ ホテル椿山荘東京 料理長 加賀  和広

執行役員 椿山荘・太閤園事業グループ 太閤園 総支配人 村田  茂樹

執行役員 企画グループ(経営企画・事業推進担当責任者) 中村  雅俊

７  当社は補欠監査役の選任制度を導入し、平成25年３月26日開催の定時株主総会において補欠の社外監査役と

して、黒木宏治氏を選任しております。
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1) 【コーポレート・ガバナンスの状況】

 ①  企業統治の体制

1) コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

当社グループは、株主をはじめとする全てのステークホルダーからの信頼をより高めていくとともに、

企業の社会的責任を果たすために、コーポレート・ガバナンスの仕組みを強化してきました。取締役の経

営責任を明確にし、経営環境の変化に対応できる経営体制を構築するため、平成13年３月に執行役員制度

を導入し、グループ全体の経営戦略・意思決定機能と業務執行機能の分離を図りました。平成13年７月に

は、当社およびその子会社全ての役員、従業員を対象とした「倫理規程」を制定したほか、平成17年３月

には、コンプライアンス体制のさらなる強化と徹底を図るために、トップマネジメント直属の独立組織と

してＣＳＲ推進室を設置しました。同室はＣＳＲ（企業の社会的責任）全体の推進を担当するものとし、

コンプライアンスの浸透と安全・衛生を中心としたリスクマネジメントの徹底に注力しております。

　

  2) 企業統治の体制の概要

当社は取締役会を原則として毎月１回開催しており、法令で定められた事項および経営上重要な事項

についての決議・報告を行っております。また、経営執行会議を原則として毎月１回開催し、経営環境の

共通認識と対策を議論するとともに、事業運営上の事項を決定しております。

なお、取締役の経営責任を明確にし、経営環境の変化に対応できる経営体制を構築するため、平成15年

３月に、取締役の任期を就任後２年以内から１年以内に変更いたしました。平成25年３月26日現在、当社

の取締役は総数８名で、うち１名が社外取締役です。執行役員は17名で、うち７名が取締役を兼務してお

ります。

また当社は監査役制度を採用しており、平成25年３月26日現在の監査役総数は４名で、うち２名が社外

監査役であります。各監査役は取締役会に出席するとともに、取締役の職務の業務執行に関する監査を実

施し、原則として毎月１回開催する監査役会に報告して監査の実効性と効率化を図っております。

なお、会社法第427条第１項および当社定款の規定に基づき、当社は社外取締役との間で、職務を行うに

つき善意でかつ重大な過失がないときは会社法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結し

ており、当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、同法425条第１項に定める最低責任限度額としてお

ります。

　

  3) 内部統制システムの整備の状況

  ア．取締役・使用人の職務執行が法令・定款に適合することを確保するための体制

当社は経営理念で当社の使命、価値観を一層具体化するとともに、全ての役員および従業員一人ひとり

の心がけるべき行動あるいは心がまえを明示しております。当社の遵法および社会に開かれた公正で透

明性のある企業を目指しているという姿勢を社内外に宣言するとともに、当社に係わる全ての人々、ス

テークホルダーから信頼される会社の実現を目的とするために「倫理規程」を定め、目的達成のための

過程で起きる様々な法律上および倫理上の問題を解決していくための基準を示しています。

  また、当社は、社長直轄のＣＳＲ推進室を設置し、ＣＳＲ推進室が定期的に実施する内部監査を通じて、

会社の業務が法令、定款および社内規程に即して適当、妥当かつ合理的に行われているか、諸規程が適正、

妥当であるかを検証し、その結果を取締役会および監査役に定期的に報告しています。

さらに、適正かつ効率的な事務処理を全社的に統括管理・指導する部署として経理・財務グループ内

に事務指導担当を設置し、不正や過誤の防止を図っています。
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そのほか、コンプライアンスに関する相談や不正行為等の通報窓口（「りんりんホットライン」）を

設置し、社外を含めた複数の窓口において、通報者に不利益な取扱いをしない内部通報制度を運用してい

ます。

　
　

  イ．取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する事項

当社は、取締役会をはじめとする重要な会議の意思決定に係る記録や、各取締役の業務執行に係る職務

のうち「職務権限規程」に基づいた権限により決裁した文書を、法令および「文書取扱規程」に基づき

保存しています。その他の重要文書についても、閲覧、謄写可能な状態で総務担当部署において一元管理

しています。

  また、諸規程の改定は、必要に応じて実施しています。情報の保存および管理に係る安全対策について

は、「個人情報保護マニュアル」等に基づき、セキュリティソフトの導入等を行い、情報の漏えい、滅失、

紛失の防止策を実施しております。特に重要書類が多く保管されている本社においては、入退出管理等を

徹底し、セキュリティ対策を実施しています。

　

  ウ．損失の危険の管理に関する規程その他の体制

当社の経営に重大な影響を与えるリスクを統括管理するリスク管理委員会を設置し、損失を最小限度

にとどめるための必要な対応を行っています。

　

  エ．取締役の職務の執行が効率的に行われていることを確保するための体制

当社は、定例の取締役会を毎月１回開催し、法令で定められた事項および経営上重要な事項についての

決議・報告を行います。また、取締役会の機能を補完し、より迅速な経営判断を行うために、執行役員およ

び取締役社長が指名した者を構成員とし、取締役社長が議長を務める経営執行会議を毎月１回開催し、経

営環境の共通認識と対策を議論するとともに、事業運営上の事項を決定しています。また、取締役会にお

いて経営計画を策定し、全社および各事業グループならびに本社グループの業績目標を策定し、各事業グ

ループならびに本社グループにおいては「職務権限規程」ならびに別途定める業務分掌に基づき、その

目標達成に向けた具体案を立案し、実行します。

　

  オ．当社グループにおける業務の適正を確保するための体制

当社の各子会社は、当社の各事業グループならびに本社グループに所属せしめて一体経営を行うとと

もに、コーポレート・ガバナンスに必要な諸規程を当社が定める諸規程に準拠して定め、経営計画を策定

して業績目標を設定し、その目標達成に向けた具体策を立案し、実行しています。当社は、「関係会社およ

び有価証券投資先管理規程」に基づき、各事業グループならびに本社グループを通じて各子会社に対す

る適切な経営管理を行うほか、ＣＳＲ推進室が直営事業所、子会社の区別なく定期的に内部監査を実施す

るとともに、当社常勤監査役等が監査役に就任して監査を行い、業務の適正を確保する体制を整備してい

ます。

　

  カ．監査役を補助すべき使用人および当該使用人の取締役からの独立性に関する事項

監査役からの要請がある場合には、専属の使用人を配置して監査役の命令下において監査業務が遂行

できる体制を確保します。また、その使用人に係る人事異動、人事考課、懲戒処分については、事前に監査

役に報告を行い、了承を得るものとします。
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  キ．監査役への報告体制およびその他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

監査役は、毎月開催される取締役会に出席するほか、毎月１回開催される経営執行会議については、会

議資料の速やかな提出を受けています。さらには、監査役を兼務する子会社の取締役会に出席していま

す。

  監査役は、取締役から法定の事項のほか、当社および当社グループに重大な影響をおよぼす事項などの

内容について速やかに報告を受けるとともに、取締役社長が決裁した回議書ならびに取締役が「回議決

裁規程」により決裁した回議書のうち監査役から請求のあったものについては、閲覧のため回付してい

ます。

  監査役は、ＣＳＲ推進室が実施する内部監査について、監査実施計画を協議し、実施結果についてその

報告を受けています。また、ＣＳＲ推進室が受けた「りんりんホットライン」への通報状況およびその内

容についても定期的に、案件によっては随時、報告を受けています。なお、監査役は、当社の会計監査人か

ら会計監査内容について報告を受けるとともに、情報の交換を行うなど連携を図っております。

　

  ク．反社会的勢力排除に向けた体制

当社は、社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力に対しては毅然とした態度で臨み、不当要求に

ついては断固として拒絶することを基本方針としています。また、「倫理規程」の中にその旨を規定し、

全ての役員および従業員に周知徹底しています。

  体制としては、管理グループ安全対策担当を対応統括部署とし、警察、公益社団法人警視庁管内特殊暴

力防止対策連合会、および顧問弁護士等の外部機関と連携して、社内体制の整備や情報の収集・管理等の

対応全般を行っています。各事業所においては、管轄警察署と平素から緊密な連携を保ち、併せて対応統

括部署との連絡・通報・相談体制を確立しています。

　

②  内部監査および監査役監査の状況

当社の内部監査部門としてはＣＳＲ推進室（室長以下計５名）があり、各事業所・子会社の実査など

を通じて社内コンプライアンス状況のチェックを行っております。監査役に対しては、監査実施状況報告

を随時行っているほか、年度の監査計画を事前に提出し、内容についての協議を行っています。

  各監査役は取締役会に出席するとともに、取締役の職務の業務執行に関する監査を実施し、原則として

毎月１回開催する監査役会に報告して監査の実効性と効率化を図っております。また、会計方針、会計処

理の方法等が、会社財産の状況、計算書類等に及ぼす影響、適用すべき会計基準および公正な会計慣行等

に照らして適正であるかについて、監査役と会計監査人との間で意見交換を実施しております。定例の意

見交換の会合は監査計画策定時、四半期レビューおよび期末決算の監査報告書受領の際に持たれ、その他

個別の問題が発生した場合は必要に応じ会合を持っています。なお、常勤監査役２名は、当社経理部門で

の業務経験を有しております。
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③  社外取締役および社外監査役

当社の社外取締役について、残間里江子氏を選任しています。当該社外取締役を選任している理由は、

長年にわたり会社経営に携わっており、また、政府審議会などの公的委員を歴任しているほか、総合プロ

デューサーとして数々の大型イベントを手がけており、その経験・識見を考慮したためです。なお、当社

との間に記載すべき利害関係はありません。

当社の社外監査役について、佐藤金義氏を選任しています。当該社外監査役を選任している理由は、三

井信託銀行株式会社（現 三井住友信託銀行株式会社）などにおいて長年にわたり業務経験を培ってお

り、その経験・識見を考慮したためです。なお、当社との間に記載すべき利害関係はありません。

当社の社外監査役について、吉井出氏を選任しています。当該社外監査役を選任している理由は、同和

鉱業株式会社（現 ＤＯＷＡホールディングス株式会社）において長年にわたり業務経験を培い、現在は

同社子会社の取締役、監査役を兼務するなど、その経験・識見を考慮したためです。なお、当社との間に記

載すべき利害関係はありません。

社外取締役および社外監査役は、それぞれが原則として全ての取締役会に出席し、客観的な立場から必

要に応じて意見を述べており、客観的・中立的な経営監視機能が十分に確保されているものと考えてい

ます。

社外取締役および社外監査役を選任するための当社からの独立性に関する基準又は方針はないもの

の、選任にあたっては、東京証券取引所規則の「上場管理等に関するガイドライン」を参考にしていま

す。

　

④  役員の報酬等

イ  提出会社の役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額および対象となる役員の員数

　

役員区分
報酬等の総額
(百万円)

報酬等の種類別の総額(百万円) 対象となる
役員の員数
(名)基本報酬

ストック
オプション

賞与 退職慰労金

取締役
(社外取締役を除く。)

179 179 － － － 11

監査役
(社外監査役を除く。)

28 28 － － － 3

社外役員 12 12 － － － 4

　

ロ  提出会社の役員ごとの連結報酬等の総額等

    連結報酬等の総額が１億円以上である者が存在しないため、記載しておりません。

　

ハ  役員の報酬等の額の決定に関する方針

役員報酬は、「基礎報酬」と「業績報酬」によって構成されております。株主総会の決議により決

定した報酬額の限度内で、役員報酬規程に基づき、経営状況、経済情勢等を勘案して報酬額を決定し

ております。
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⑤  株式の保有状況

イ  保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式

銘柄数                         28銘柄

貸借対照表計上額の合計額    5,159百万円

　

ロ  保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の保有区分、銘柄、株式数、貸借対照表計上額及

び保有目的

　

        （前事業年度）

            特定投資株式

銘柄
株式数
(株)

貸借対照表計上額
(百万円)

保有目的

㈱静岡銀行 967,116 771
取引関係の強化
および長期安定保有目的

㈱三菱ＵＦＪ
フィナンシャル・グループ

1,962,000 655
取引関係の強化
および長期安定保有目的

㈱みずほフィナンシャルグループ 5,037,250 523
取引関係の強化
および長期安定保有目的

アサヒグループホールディングス
㈱

255,900 434
取引関係の強化
および長期安定保有目的

清水建設㈱ 1,232,868 390
取引関係の強化
および長期安定保有目的

コムシスホールディングス㈱ 315,000 253
取引関係の強化
および長期安定保有目的

サッポロホールディングス㈱ 588,000 175
取引関係の強化
および長期安定保有目的

三井住友トラスト・ホールディン
グス㈱

585,000 138
取引関係の強化
および長期安定保有目的

㈱八十二銀行 53,130 23
取引関係の強化
および長期安定保有目的

ＮＫＳＪホールディングス㈱ 3,071 4
取引関係の強化
および長期安定保有目的

ＭＳ＆ＡＤインシュアランス
グループホールディングス㈱

2,892 4
取引関係の強化
および長期安定保有目的
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        （当事業年度）

            特定投資株式

銘柄
株式数
(株)

貸借対照表計上額
(百万円)

保有目的

常和ホールディングス㈱ 722,000 1,142
取引関係の強化
および長期安定保有目的

㈱静岡銀行 967,116 796
取引関係の強化
および長期安定保有目的

㈱三菱ＵＦＪ
フィナンシャル・グループ

1,962,000 796
取引関係の強化
および長期安定保有目的

㈱みずほフィナンシャルグループ 5,037,250 705
取引関係の強化
および長期安定保有目的

アサヒグループホールディングス
㈱

255,900 478
取引関係の強化
および長期安定保有目的

清水建設㈱ 1,232,868 352
取引関係の強化
および長期安定保有目的

コムシスホールディングス㈱ 315,000 332
取引関係の強化
および長期安定保有目的

三井住友トラスト・ホールディン
グス㈱

585,000 160
取引関係の強化
および長期安定保有目的

サッポロホールディングス㈱ 588,000 156
取引関係の強化
および長期安定保有目的

㈱八十二銀行 53,130 22
取引関係の強化
および長期安定保有目的

ＮＫＳＪホールディングス㈱ 3,071 5
取引関係の強化
および長期安定保有目的

ＭＳ＆ＡＤインシュアランス
グループホールディングス㈱

2,892 4
取引関係の強化
および長期安定保有目的

　

ハ  保有目的が純投資目的である投資株式

該当事項はありません。
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⑥  会計監査の状況

当社は会計監査人として東陽監査法人を選任しています。会計監査業務を執行した公認会計士は以下

の通りです。

  指定社員  業務執行社員  中塩  信一

  指定社員  業務執行社員  原口  隆志

  指定社員  業務執行社員  田久保  謙

当社の会計監査業務に係る補助者は、公認会計士７名、その他５名です。

　

⑦  取締役の定数

当社の取締役は12名以内とする旨定款に定めております。

　

⑧  取締役の選任の決議要件

当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上に当

たる株式を有する株主が出席し、その議決権の過半数をもって行なう旨、また、取締役の選任決議につい

ては累積投票によらない旨を定款に定めております。

　

⑨  取締役会にて決議することができる株主総会決議事項

ア．自己株式の取得

当社は、会社法第165条第２項の定めに基づき、機動的な資本政策を遂行できるよう、取締役会の決議に

よって市場取引等により自己の株式を取得することができる旨を定款に定めております。

イ．中間配当

当社は、会社法第454条第５項の定めに基づき、機動的な配当政策を遂行できるよう、取締役会の決議に

よって中間配当を行なうことができる旨を定款に定めております。

　

⑩  株主総会の特別決議要件

当社は、株主総会の円滑な運営を行うことを目的として、会社法第309条第２項に定める株主総会の特

別決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、そ

の議決権の３分の２以上をもって行なう旨を定款に定めております。
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(2) 【監査報酬の内容等】

① 【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

　

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

提出会社 36 ― 40 ―

連結子会社 ― ― ― ―

計 36 ― 40 ―

　

② 【その他重要な報酬の内容】

前連結会計年度

該当事項はありません

当連結会計年度

該当事項はありません

　

③ 【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

前連結会計年度

該当事項はありません

当連結会計年度

該当事項はありません

　

④ 【監査報酬の決定方針】

該当事項はありませんが、当社の事業規模、業務の特性、監査時間等を勘案して適切に報酬の額を決

定しております。
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第５ 【経理の状況】

１  連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令

第28号)に基づいて作成しております。

　

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号)

に基づいて作成しております。

　

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度(平成24年１月１日から平成24

年12月31日まで)及び事業年度(平成24年１月１日から平成24年12月31日まで)の連結財務諸表及び財務諸

表について、東陽監査法人による監査を受けております。

　

３  連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて

当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みとして、会計基準等の内容を適切かつ適

宜把握する体制を整備するため、公益財団法人財務会計基準機構へ加入し、情報収集に努めるとともに、監

査法人等が主催するセミナーに適宜参加しております。
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１【連結財務諸表等】
(1)【連結財務諸表】
①【連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成23年12月31日)

当連結会計年度
(平成24年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 6,961 5,071

受取手形及び売掛金 3,159 3,283

商品及び製品 81 73

仕掛品 25 39

原材料及び貯蔵品 411 432

繰延税金資産 245 243

その他 1,426 1,561

貸倒引当金 △34 △32

流動資産合計 12,277 10,672

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 ※2
 92,648

※2
 93,368

減価償却累計額 △54,284 △55,645

建物及び構築物（純額） 38,364 37,722

工具、器具及び備品 13,379 14,267

減価償却累計額 △11,175 △11,649

工具、器具及び備品（純額） 2,204 2,617

土地 ※2
 14,745

※2
 14,686

建設仮勘定 9 69

コース勘定 2,773 2,773

その他 4,740 4,752

減価償却累計額 △3,782 △3,687

その他（純額） 957 1,065

有形固定資産合計 59,054 58,933

無形固定資産

ソフトウエア 203 576

その他 436 165

無形固定資産合計 640 741

投資その他の資産

投資有価証券 ※1, ※2
 11,337

※1, ※2
 13,655

差入保証金 8,644 8,630

繰延税金資産 3,766 3,733

その他 222 676

貸倒引当金 △22 △17

投資その他の資産合計 23,947 26,679

固定資産合計 83,641 86,354

資産合計 95,918 97,027
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成23年12月31日)

当連結会計年度
(平成24年12月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 1,757 1,890

短期借入金 ※2
 6,621

※2
 5,575

1年内返済予定の長期借入金 ※2
 6,611

※2
 6,723

未払法人税等 217 183

未払消費税等 59 231

賞与引当金 98 107

役員賞与引当金 5 3

ポイント引当金 68 130

その他 5,760 6,870

流動負債合計 21,201 21,717

固定負債

契約損失引当金 1,597 1,407

長期借入金 ※2
 28,432

※2
 28,544

退職給付引当金 7,630 7,893

役員退職慰労引当金 130 106

会員預り金 14,671 14,051

その他 2,000 1,946

固定負債合計 54,463 53,950

負債合計 75,665 75,668

純資産の部

株主資本

資本金 12,081 12,081

資本剰余金 5,431 5,431

利益剰余金 4,965 4,854

自己株式 △910 △912

株主資本合計 21,568 21,455

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 △1,460 △265

為替換算調整勘定 － 3

その他の包括利益累計額合計 △1,460 △262

少数株主持分 146 165

純資産合計 20,253 21,358

負債純資産合計 95,918 97,027
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②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】
【連結損益計算書】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成23年１月１日
　至 平成23年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成24年１月１日
　至 平成24年12月31日)

売上高 57,371 60,498

売上原価 52,848 55,900

売上総利益 4,522 4,598

販売費及び一般管理費 ※1
 3,203

※1
 3,720

営業利益 1,318 877

営業外収益

受取利息 1 1

受取配当金 258 267

持分法による投資利益 42 123

その他 282 247

営業外収益合計 585 639

営業外費用

支払利息 715 667

固定資産除却損 67 128

その他 78 91

営業外費用合計 861 887

経常利益 1,042 630

特別利益

受取補償金 － 407

預り保証金取崩益 45 53

国庫補助金 81 19

固定資産売却益 ※2
 5

※2
 2

子会社清算益 33 －

施設利用返還金戻入益 31 －

その他 45 34

特別利益合計 243 516

特別損失

固定資産除却損 ※4
 119

※4
 244

減損損失 ※3
 1,053

※3
 142

環境対策費 － 87

遊休設備維持修繕費 － 33

契約損失引当金繰入額 1,597 －

投資有価証券評価損 883 －

災害による損失 653 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 334 －

子会社清算損 61 －

店舗閉鎖損失 43 －

その他 145 58

特別損失合計 4,892 564

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純損
失（△）

△3,606 583

法人税、住民税及び事業税 254 157

法人税等調整額 △154 30

法人税等合計 100 187

少数株主損益調整前当期純利益又は少数株主損益調
整前当期純損失（△）

△3,707 395

少数株主利益又は少数株主損失（△） △162 27

当期純利益又は当期純損失（△） △3,544 368
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【連結包括利益計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成23年１月１日
　至 平成23年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成24年１月１日
　至 平成24年12月31日)

少数株主損益調整前当期純利益又は少数株主損益調
整前当期純損失（△）

△3,707 395

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △104 1,197

為替換算調整勘定 － 3

持分法適用会社に対する持分相当額 3 △1

その他の包括利益合計 △101 ※
 1,198

包括利益 △3,808 1,594

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 △3,646 1,567

少数株主に係る包括利益 △162 27
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③【連結株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成23年１月１日
　至 平成23年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成24年１月１日
　至 平成24年12月31日)

株主資本

資本金

当期首残高 12,081 12,081

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 12,081 12,081

資本剰余金

当期首残高 5,873 5,431

当期変動額

自己株式の処分 △441 △0

当期変動額合計 △441 △0

当期末残高 5,431 5,431

利益剰余金

当期首残高 9,092 4,965

当期変動額

剰余金の配当 △582 △479

当期純利益又は当期純損失（△） △3,544 368

当期変動額合計 △4,126 △110

当期末残高 4,965 4,854

自己株式

当期首残高 △2,351 △910

当期変動額

自己株式の取得 △1 △1

自己株式の処分 1,441 0

当期変動額合計 1,440 △1

当期末残高 △910 △912

株主資本合計

当期首残高 24,695 21,568

当期変動額

剰余金の配当 △582 △479

当期純利益又は当期純損失（△） △3,544 368

自己株式の取得 △1 △1

自己株式の処分 1,000 0

当期変動額合計 △3,127 △112

当期末残高 21,568 21,455
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成23年１月１日
　至 平成23年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成24年１月１日
　至 平成24年12月31日)

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金

当期首残高 △1,358 △1,460

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△101 1,195

当期変動額合計 △101 1,195

当期末残高 △1,460 △265

為替換算調整勘定

当期首残高 － －

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

－ 3

当期変動額合計 － 3

当期末残高 － 3

その他の包括利益累計額合計

当期首残高 △1,358 △1,460

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△101 1,198

当期変動額合計 △101 1,198

当期末残高 △1,460 △262

少数株主持分

当期首残高 317 146

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △171 18

当期変動額合計 △171 18

当期末残高 146 165

純資産合計

当期首残高 23,654 20,253

当期変動額

剰余金の配当 △582 △479

当期純利益又は当期純損失（△） △3,544 368

自己株式の取得 △1 △1

自己株式の処分 1,000 0

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △273 1,216

当期変動額合計 △3,401 1,104

当期末残高 20,253 21,358

EDINET提出書類

藤田観光株式会社(E04560)

有価証券報告書

 52/122



④【連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成23年１月１日
　至 平成23年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成24年１月１日
　至 平成24年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期
純損失（△）

△3,606 583

減価償却費 3,409 3,564

減損損失 1,053 142

貸倒引当金の増減額（△は減少） △4 △6

退職給付引当金の増減額（△は減少） 202 263

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △59 △23

賞与引当金の増減額（△は減少） △9 8

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △2 △1

ポイント引当金の増減額（△は減少） △12 62

契約損失引当金の増減額 1,597 △189

受取利息及び受取配当金 △260 △268

支払利息 715 667

為替差損益（△は益） △0 0

持分法による投資損益（△は益） △42 △123

有形固定資産売却損益（△は益） △5 △2

固定資産除却損 187 372

有価証券及び投資有価証券売却損益（△は益） △10 △0

投資有価証券評価損益（△は益） 883 －

受取補償金 － △407

預り保証金取崩益 △45 △53

環境対策費用 － 87

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 334 －

子会社清算損益（△は益） 61 －

売上債権の増減額（△は増加） 42 △124

たな卸資産の増減額（△は増加） 45 △25

仕入債務の増減額（△は減少） △68 133

未払消費税等の増減額（△は減少） △234 171

その他 △283 △689

小計 3,886 4,140

利息及び配当金の受取額 259 268

利息の支払額 △723 △672

法人税等の支払額 △261 △257

補償金の受取額 － 407

子会社清算損の支払額 △2 －

営業活動によるキャッシュ・フロー 3,158 3,886
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成23年１月１日
　至 平成23年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成24年１月１日
　至 平成24年12月31日)

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形及び無形固定資産の取得による支出 △5,284 △2,947

有形及び無形固定資産の売却による収入 184 3

投資有価証券の取得による支出 △17 △999

投資有価証券の売却による収入 36 0

長期貸付金の回収による収入 8 16

貸付けによる支出 △39 －

差入保証金の差入による支出 △0 △4

差入保証金の回収による収入 116 18

その他 △19 △494

投資活動によるキャッシュ・フロー △5,015 △4,407

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △1,006 △1,046

長期借入れによる収入 6,600 6,844

長期借入金の返済による支出 △5,400 △6,620

自己株式の売却による収入 1,000 0

自己株式の取得による支出 △1 △1

配当金の支払額 △581 △479

少数株主への配当金の支払額 △9 △8

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △49 △58

財務活動によるキャッシュ・フロー 552 △1,371

現金及び現金同等物に係る換算差額 0 2

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,303 △1,889

現金及び現金同等物の期首残高 8,265 6,961

現金及び現金同等物の期末残高 ※
 6,961

※
 5,071
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【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】

１  連結の範囲に関する事項

    連結子会社の数  24社

連結子会社は、有価証券報告書の「第１ 企業の概況 ４ 関係会社の状況」に記載しているため省略し

ています。

　
なお、当連結会計年度において新規設立した藤田（上海）商務咨詢有限公司を連結の範囲に含めてお

ります。また、前連結会計年度まで連結の範囲に含めておりました島原温泉観光㈱は当連結会計年度に清

算し、清算時までの損益を連結しております。

　

２  持分法の適用に関する事項

持分法適用会社は下記の関連会社１社であります。

東海汽船㈱

持分法を適用していない関連会社（ワシントンコンドミニアム㈱）は、当期純損益（持分に見合う

額）および利益剰余金（持分に見合う額）等からみてそれぞれ当期純損益および利益剰余金等に及ぼす

影響が軽微であり、かつ全体として連結財務諸表に重要な影響を及ぼさないため、持分法の範囲から除い

ております。

　
３  連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。
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４  会計処理基準に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

①  有価証券

満期保有目的の債券…償却原価法（定額法）

その他有価証券

(時価のあるもの)…連結会計年度末前１ヶ月の市場価格等の平均に基づく時価法（評価差額は全部純

資産直入法により処理し、売却原価は総平均法により算出しております。）

その他有価証券

(時価のないもの)…総平均法による原価法

②  たな卸資産

評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。

未成工事支出金    個別法

その他            移動平均法および最終仕入原価法併用

③  デリバティブ

時価法

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

①  有形固定資産（リース資産除く）

定額法

なお、耐用年数および残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっておりま

す。

また、取得価額が10万円以上、20万円未満の減価償却資産については、３年間で均等償却しておりま

す。

②  無形固定資産（リース資産除く）

定額法（ソフトウェア除く）

なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。

また、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間(５年)に基づく定額法を採用

しております。

③  リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

…リース期間を耐用年数とし残存価額をゼロとして算定する方法

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年12月31日以前

のものについては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を引続き採用しております。

(3) 重要な引当金の計上基準

①  貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については過去の一定期間における貸倒実績から算

出した貸倒実績率により計上し、貸倒懸念債権など特定の債権については個別に債権の回収可能性を検

討し回収不能見込額を計上しております。

②  賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支払に充てるため、将来の支給見込額のうち当連結会計年度の負担額

を計上しております。
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③  役員賞与引当金

取締役に対して支給する賞与の支払に充てるため、将来の支給見込額のうち当連結会計年度の負担額

を計上しております。

④  ポイント引当金

将来のポイントの使用により発生する費用に備えるため、当連結会計年度末において発生していると

認められるポイント債務額を計上しております。

⑤  退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務の見込額に基づき、当連結会

計年度において発生していると認められる額を計上しております。

なお、会計基準変更時差異(△1,260百万円)については、15年による按分額を費用処理しております。

また、数理計算上の差異については、発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(12年)で、

翌連結会計年度から定額法により費用処理しております。

⑥  役員退職慰労引当金

執行役員の退職慰労金支出に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。連結子会社

の一部は、役員の退職慰労金支出に備えるため、内規に基づく要支給額を計上しております。

⑦  契約損失引当金

不動産賃借契約から発生する損失について、解約不能期間の見込額を計上しております。

(4) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

在外子会社等の資産及び負債は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は期中

平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に含めております。

(5) 重要なヘッジ会計の方法

①  ヘッジ会計の方法

原則として繰延ヘッジ処理を採用しておりますが、特例処理の適用要件を満たしている金利スワップ

については、特例処理によっております。

②  ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段…デリバティブ取引

            (金利スワップ取引)

ヘッジ対象…借入金金利

③  ヘッジ方針

金利変動によるリスクを回避する目的で、対象物の範囲内に限定して個々の取引ごとにヘッジしてお

ります。

④  ヘッジの有効性評価の方法

原則としてヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間において、ヘッジ対象の相場変動の累計と

ヘッジ手段の相場変動の累計とを比較し、両者の変動額等を基礎にして、評価しております。但し、金利ス

ワップの特例処理を採用している場合は、決算日における有効性の評価を省略しております。

(6) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

連結キャッシュ・フロー計算書における資金(現金及び現金同等物)は、手許現金、随時引き出し可能な預

金および容易に換金可能であり、かつ価値の変動について僅少なリスクしか負わない短期投資からなって

おります。

(7) 消費税等の会計処理方法

税抜方式によっております。
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【会計方針の変更】

  該当事項はありません。

　
  【未適用の会計基準等】

    ・「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号  平成24年５月17日）

    ・「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号  平成24年５月17日）　

　
  (1)概要

数理計算上の差異及び過去勤務費用は、連結貸借対照表の純資産の部において税効果を調整した上で認

識し、積立状況を示す額を負債又は資産として計上する方法に改正されました。また、退職給付見込額の期

間帰属方法について、期間定額基準のほか給付算定基準の適用が可能となったほか、割引率の算定方法が改

正されました。

  (2)適用予定日

平成26年12月期の期末より適用予定です。ただし、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の改正について

は、平成27年12月期の期首より適用予定です。

  (3)当該会計基準等の適用による影響

影響額は、当連結財務諸表の作成時において評価中です。

　
【表示方法の変更】

  （連結損益計算書関係）

前連結会計年度において、「営業外費用」の「その他」に含めていた「固定資産除却損」は、営業外費用

の総額の100分の10を超えたため、当連結会計年度より独立掲記することとしております。この表示方法の

変更を反映させるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っております。

  この結果、前連結会計年度の連結損益計算書において、「営業外費用」の「その他」に表示していた146

百万円は、「固定資産除却損」67百万円、「その他」78百万円として組み替えております。

　
【追加情報】

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用）

当連結会計年度の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び

誤謬の訂正に関する会計基準」(企業会計基準第24号  平成21年12月４日)及び「会計上の変更及び誤謬

の訂正に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第24号  平成21年12月４日)を適用してお

ります。

　

（連結納税制度の適用）

当社及び一部の連結子会社は、平成25年１月１日に開始する連結会計年度より連結納税制度を適用す

ることについて承認を受けましたので、当連結会計年度より「連結納税制度を適用する場合の税効果会

計に関する当面の取扱い（その１）」（企業会計基準委員会実務対応報告第５号  平成23年３月18日）

及び「連結納税制度を適用する場合の税効果会計に関する当面の取扱い（その２）」（企業会計基準委

員会実務対応報告第７号  平成22年６月30日）に基づき、連結納税制度の適用を前提とした会計処理を

行っております。
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【注記事項】

(連結貸借対照表関係)

※１  非連結子会社および関連会社に対するものは、次のとおりであります。

　
前連結会計年度
(平成23年12月31日)

当連結会計年度
(平成24年12月31日)

投資有価証券（株式） 610百万円 732百万円

　

※２  担保提供資産の状況は次のとおりであります。

(前連結会計年度)

長期借入金（うち１年以内に返済期限の到来する長期借入金を含む）および短期借入金28,532百万円

に対して次の担保を提供しております。

(1) 有形固定資産                    31,318百万円

(2) 投資有価証券                     3,792  〃

　

また宅地建物取引業に伴う供託として投資有価証券23百万円を供託している他、資金決済に関する法

律等に基づき、投資有価証券51百万円を供託しております。

　
(当連結会計年度)

長期借入金（うち１年以内に返済期限の到来する長期借入金を含む）および短期借入金28,545百万円

に対して次の担保を提供しております。

(1) 有形固定資産                  　30,900百万円

(2) 投資有価証券                   　4,124  〃

　
また宅地建物取引業に伴う供託として投資有価証券24百万円を供託している他、資金決済に関する法

律等に基づき、投資有価証券51百万円を供託しております。

　
  ３  当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行20行と当座貸越契約および貸出コミットメント

ライン契約を締結しております。

連結会計年度末における当座貸越契約および貸出コミットメントライン契約に係る借入金未実行残高

等は次のとおりであります。

　
前連結会計年度
(平成23年12月31日)

当連結会計年度
(平成24年12月31日)

当座貸越極度額および
貸出コミットメントラインの総額

22,525百万円 21,725百万円

借入実行残高 6,325百万円 5,325百万円

差引額 16,200百万円 16,400百万円
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(連結損益計算書関係)

※１  販売費、一般管理費のうち主要な費目および金額

　
前連結会計年度

(自  平成23年１月１日
至  平成23年12月31日)

当連結会計年度
(自  平成24年１月１日
至  平成24年12月31日)

役員報酬 273百万円 297百万円

従業員給料手当 1,358  〃 1,636  〃

賞与引当金繰入額 14  〃 11  〃

役員賞与引当金繰入額 3  〃 2  〃

退職給付費用 110  〃 105  〃

役員退職引当金繰入額 5  〃 8  〃

広告宣伝費 74  〃 106  〃

保険料 36  〃 34  〃

地代家賃 17  〃 22  〃

貸倒引当金繰入額 1  〃 －  〃

減価償却費 60  〃 160  〃

　

※２  固定資産売却益の内容

      (前連結会計年度)

        固定資産売却益は、遊休土地等の売却によるものであります。

　

(当連結会計年度)

        固定資産売却益は、車両運搬具等の売却によるものであります。

　

※３  減損損失を認識した資産グループの概要

前連結会計年度(自  平成23年１月１日  至  平成23年12月31日)

（単位：百万円）

用途 場所
減損損失

種類 金額
営業施設 石川県

羽咋郡他
土地 547
コース勘定 335
建物及び構築物 77
工具・器具・備品 16
その他 47
固定資産計 1,023

遊休
不動産

東京都
八丈島他

土地 30
固定資産計 30

合計 　 土地 577
コース勘定 335
建物及び構築物 77
工具・器具・備品 16
その他 47
固定資産計 1,053

　
（資産のグルーピングの方法）

当社グループは、資産を事業用資産、共用資産、遊休資産にグループ化し、事業用資産については事業

の種類別（営業施設）に区分し、概ね独立したキャッシュ・フローを生み出す最小の単位にて資産の

グルーピングを行いました。その他の資産については、それぞれ個別の物件ごとに区分しました。
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（減損損失の認識に至った経緯）

営業施設のうち、営業活動から生じる損益が継続してマイナスの施設および投資の回収が見込めな

い資産、営業終了を決定した施設の資産について減損損失を認識しました。遊休不動産は、市場価格が

下落している資産について減損損失を認識しました。

　
（回収可能性価額の算定方法）

営業施設の回収可能価額は、使用価値または正味売却価額により測定しております。使用価値は将来

キャッシュ・フローを3%で割り引いて算定し、正味売却価額は相続税財産評価基準に拠る評価額を基

礎として評価しております。遊休不動産の回収可能価額は、正味売却価額により測定しており、価格指

標は鑑定評価額および相続税財産評価基準に拠る評価額を使用しております。

　
当連結会計年度(自  平成24年１月１日  至  平成24年12月31日)

（単位：百万円）

用途 場所
減損損失

種類 金額
営業施設 大阪府

泉佐野市
工具・器具・備品 48
その他 0
固定資産計 49

遊休
不動産

長野県
茅野市他

土地 93
固定資産計 93

合計 　 土地 93
工具・器具・備品 48
その他 0
固定資産計 142

　
（資産のグルーピングの方法）

当社グループは、資産を事業用資産、共用資産、遊休資産にグループ化し、事業用資産については事業

の種類別（営業施設）に区分し、概ね独立したキャッシュ・フローを生み出す最小の単位にて資産の

グルーピングを行いました。その他の資産については、それぞれ個別の物件ごとに区分しました。

　
（減損損失の認識に至った経緯）

営業施設のうち、営業活動から生じる損益が継続してマイナスの施設および投資の回収が見込めな

い資産について減損損失を認識しました。遊休不動産は、市場価格が下落している資産について減損損

失を認識しました。

　

（回収可能性価額の算定方法）

営業施設の回収可能価額は、使用価値または正味売却価額により測定しております。使用価値は将来

キャッシュ・フローを3%で割り引いて算定し、正味売却価額は相続税財産評価基準に拠る評価額を基

礎として評価しております。遊休不動産の回収可能価額は、正味売却価額により測定しており、価格指

標は鑑定評価額および相続税財産評価基準に拠る評価額を使用しております。
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※４  固定資産除却損の内容

      (前連結会計年度)

固定資産除却損は、主に京都国際ホテルや椿山荘などにおける施設改装等によるものであります。

　
(当連結会計年度)

固定資産除却損は、主に平成25年１月のホテル椿山荘東京開業に向けたものなどの施設改装等による

ものであります。
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(連結包括利益計算書関係)

当連結会計年度（自  平成24年１月１日  至  平成24年12月31日）

※  その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額

その他有価証券評価差額金 　

  当期発生額 1,197百万円

  組替調整額 －百万円

    税効果調整前 1,197百万円

    税効果額 －百万円

    その他有価証券評価差額金 1,197百万円

為替換算調整勘定 　

  当期発生額 3百万円

持分法適用会社に対する持分相当
額

　

  当期発生額 △1百万円

その他の包括利益合計 1,198百万円

　
(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度（自  平成23年１月１日  至  平成23年12月31日）

１  発行済株式に関する事項

株式の種類
当連結会計年度期首

(株)
増加
(株)

減少
(株)

当連結会計年度末
(株)

  普通株式 122,074,243 ― ― 122,074,243

　

２  自己株式に関する事項

株式の種類
当連結会計年度期首

(株)
増加
(株)

減少
(株)

当連結会計年度末
(株)

  普通株式 5,726,069 3,824 3,522,269 2,207,624

（変動事由の概要）

増加数の内訳は、次の通りであります。

  単元未満株式の買取請求に基づく買取による増加         3,824株

減少数の内訳は、次の通りであります。

  第三者割当実施による減少                         3,521,000株

  単元未満株式の売渡請求に基づく売却による減少         1,260株

  持分法適用会社に対する持分比率の変動による減少           9株

　

３  新株予約権等に関する事項

    該当事項はありません。

　

４  配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成23年３月24日
定時株主総会

普通株式 582 5.00平成22年12月31日平成23年３月25日

　

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成24年３月27日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 479 4.00平成23年12月31日平成24年３月28日
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当連結会計年度（自  平成24年１月１日  至  平成24年12月31日）

１  発行済株式に関する事項

株式の種類
当連結会計年度期首

(株)
増加
(株)

減少
(株)

当連結会計年度末
(株)

  普通株式 122,074,243 ― ― 122,074,243

　

２  自己株式に関する事項

株式の種類
当連結会計年度期首

(株)
増加
(株)

減少
(株)

当連結会計年度末
(株)

  普通株式 2,207,624 6,538 916 2,213,246

（変動事由の概要）

増加数の内訳は、次の通りであります。

  単元未満株式の買取請求に基づく買取による増加         6,538株

減少数の内訳は、次の通りであります。

  単元未満株式の売渡請求に基づく売却による減少           914株

  持分法適用会社に対する持分比率の変動による減少           2株

　

３  新株予約権等に関する事項

    該当事項はありません。

　

４  配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成24年３月27日
定時株主総会

普通株式 479 4.00平成23年12月31日平成24年３月28日

　

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成25年３月26日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 479 4.00平成24年12月31日平成25年３月27日

　

(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※  現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

　
前連結会計年度

(自  平成23年１月１日
至  平成23年12月31日)

当連結会計年度
(自  平成24年１月１日
至  平成24年12月31日)

現金及び預金勘定 6,961百万円 5,071百万円

現金及び現金同等物 6,961百万円 5,071百万円
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(リース取引関係)

１  ファイナンス・リース取引

（借主側）

所有権移転外ファイナンス・リース取引

(1)  リース資産の内容

主に営業施設の熱源設備や、婚礼・宴会事業における販売システムのソフトウェア等です。

(2)  リース資産の減価償却の方法

「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 ４ 会計処理基準に関する事項（2）重要な

減価償却資産の減価償却の方法」に記載のとおりです。

  なお、リース取引開始日が、平成20年12月31日以前の所有権移転外ファイナンス・リース取引につ

いては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっており、その内容は次のとおりです。

　
（借主側）

①  リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

　 (単位：百万円)

　

前連結会計年度
(平成23年12月31日)

取得価額相当額
減価償却累計額
相当額

減損損失累計額
相当額

期末残高相当額

車両運搬具 3 3 － 0

工具・器具・備品等 891 680 26 183

その他 63 41 － 21

合計 958 725 26 205

（注）取得価格相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、支払利子込

み法により算定しております。

　
　 (単位：百万円)

　

当連結会計年度
(平成24年12月31日)

取得価額相当額
減価償却累計額
相当額

減損損失累計額
相当額

期末残高相当額

工具・器具・備品等 636 572 26 37

その他 63 48 － 14

合計 700 620 26 52

（注）取得価格相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、支払利子込

み法により算定しております。
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②  未経過リース料期末残高相当額およびリース資産減損勘定期末残高相当額

未経過リース料期末残高相当額等

　 　 (単位：百万円)

　
前連結会計年度
(平成23年12月31日)

当連結会計年度
(平成24年12月31日)

1年内 153 35

1年超 52 17

合計 205 52

リース資産減損勘定
期末残高

8 3

（注）未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定しております。

　
③  支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償却費相当額、および減損損失

　 　 (単位：百万円)

　
前連結会計年度

(自  平成23年１月１日
至  平成23年12月31日)

当連結会計年度
(自  平成24年１月１日
至  平成24年12月31日)

支払リース料 236 159

リース資産減損勘定の
取崩額

8 5

減価償却費相当額 227 154

減損損失 － －

　
④  減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法によっております。

　
２  オペレーティング・リース取引

（借主側）

未経過リース料（解約不能のもの）

　
前連結会計年度
(平成23年12月31日)

当連結会計年度
(平成24年12月31日)

１年内 5,314百万円 5,234百万円

１年超 39,939百万円 34,589百万円

合計 45,254百万円 39,823百万円

　（追加情報）

　第５ 経理の状況 １ 連結財務諸表等 注記事項(重要な後発事象)に記載のとおり、一部の連結子会社

において賃料の減額が確定しましたが、上表の未経過リース料は減額前の賃料により算出しておりま

す。
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(金融商品関係)

１  金融商品の状況に関する事項

  (1) 金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金調達計画に基づき、必要な資金を銀行等の金融機関からの借入により調達して

おります。また、デリバティブについては、借入金の金利変動リスクを回避する目的で、対象物の範囲内

に限定して利用しており、投機的な取引は行っておりません。

　

  (2) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

営業債権である受取手形及び売掛金は顧客に対する信用リスクを有しておりますが、取引相手ごと

に残高管理を行うなど、リスクの低減を図っております。

  投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクを有しており

ますが、定期的に時価や発行体の財務状況等を把握し、リスク管理を行っております。

  営業債務である支払手形及び買掛金は、そのほとんどが１年以内の支払期日であります。

  短期借入金及び長期借入金は営業取引や設備投資を目的とした資金調達であります。借入金のうち、

変動金利借入には金利の変動リスクを有しておりますが、一部についてはデリバティブ取引（金利ス

ワップ取引）を利用して当該リスクを回避しております。なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッ

ジ対象、ヘッジ方針、ヘッジの有効性の評価方法等については、前述の連結財務諸表作成のための基本

となる事項「４．会計処理基準に関する事項 (5) 重要なヘッジ会計の方法」に記載しております。

　

  (3) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価

額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等

を採用することにより、当該価額が変動することもあります。
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２  金融商品の時価等に関する事項

連結貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握

することが極めて困難と認められるものは、次表には含まれていません（(注２)参照）。

前連結会計年度(平成23年12月31日)

　 　 　 （単位：百万円）

　
連結貸借対照表
計上額（※１）

時価（※１） 差額

(1) 現金及び預金 6,961 6,961 －

(2) 受取手形及び売掛金 3,159 3,159 －

(3) 投資有価証券 　 　 　

  ①満期保有目的の債券 75 77 2

  ②その他有価証券 11,056 11,110 54

(4) 支払手形及び買掛金 (1,757) (1,757) －

(5) 短期借入金（※２） (6,621) (6,621) －

(6) 長期借入金（※２） (35,044) (35,185) 141

(7) デリバティブ取引 － － －

 (※１) 負債に計上されているものについては、( )で示しております。

 (※２) １年以内に返済期限の到来する長期借入金（連結貸借対照表計上額6,611百万円）については、「(6) 長期借

入金」に含めております。

　

当連結会計年度(平成24年12月31日)

　 　 　 （単位：百万円）

　
連結貸借対照表
計上額（※１）

時価（※１） 差額

(1) 現金及び預金 5,071 5,071 －

(2) 受取手形及び売掛金 3,283 3,283 －

(3) 投資有価証券 　 　 　

  ①満期保有目的の債券 75 78 2

  ②その他有価証券 13,374 13,355 △18

(4) 支払手形及び買掛金 (1,890) (1,890) －

(5) 短期借入金（※２） (5,575) (5,575) －

(6) 長期借入金（※２） (35,268) (35,470) 202

(7) デリバティブ取引 － － －

 (※１) 負債に計上されているものについては、( )で示しております。

 (※２) １年以内に返済期限の到来する長期借入金（連結貸借対照表計上額6,723百万円）については、「(6) 長期借

入金」に含めております。
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(注１) 金融商品の時価の算定方法

(1) 現金及び預金、(2) 受取手形及び売掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

(3) 投資有価証券

これらの時価については、株式は取引所の価格によっており、国庫債券については取引金融機関から提示された

価格をもって時価としております。また、保有目的ごとの有価証券に関する注記事項については、「注記事項（有

価証券関係）」をご覧下さい。

(4) 支払手形及び買掛金、(5) 短期借入金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

(6) 長期借入金

これらの時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いて算定

する方法によっております。変動金利による長期借入金は金利スワップの特例処理の対象とされており（下記(7)

参照）、当該スワップ金利と一体として処理された元利金の合計額を、同様に借入を行った場合に適用される合理

的に見積もられる利率で割り引いて算定する方法によっております。

(7) デリバティブ取引

金利スワップは全て特例処理を採用しており、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されてい

るため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております（上記(6) 参照）。

　
(注２) 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の連結貸借対照表計上額

　 　 （単位：百万円）

区分 平成23年12月31日（※１） 平成24年12月31日（※１）

非上場株式 205 205

差入保証金 8,644 8,630

会員預り金 (14,671) (14,051)

 (※１) 負債に計上されているものについては、( )で示しております。

非上場株式については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「(3) 有価証券及

び投資有価証券」には含めていません。

  差入保証金および会員預り金は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを合理的に見積もることなどがで

きず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、時価開示の対象としておりません。
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(注３) 金銭債権及び満期がある有価証券の連結決算日後の償還予定額

前連結会計年度(平成23年12月31日)

　 　 　 　 （単位：百万円）

　
１年以内

１年超
５年以内

５年超
10年以内

10年超

現金及び預金 6,961 － － －

受取手形及び売掛金 3,159 － － －

投資有価証券 　 　 　 　

  満期保有目的の債券（国債） － 42 32 －

合計 10,120 42 32 －

　

当連結会計年度(平成24年12月31日)

　 　 　 　 （単位：百万円）

　
１年以内

１年超
５年以内

５年超
10年以内

10年超

現金及び預金 5,071 － － －

受取手形及び売掛金 3,283 － － －

投資有価証券 　 　 　 　

  満期保有目的の債券（国債） 13 29 32 －

合計 8,369 29 32 －

　
(注４) 長期借入金の連結決算日後の返済予定額

前連結会計年度(平成23年12月31日)

                                                                                 （単位：百万円）

　
１年以内

１年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内

５年超

長期借入金 6,611 6,700 7,160 6,273 4,684 3,613

　

当連結会計年度(平成24年12月31日)

                                                                                 （単位：百万円）

　
１年以内

１年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内

５年超

長期借入金 6,723 7,734 7,643 6,054 3,661 3,449
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(有価証券関係)

１  満期保有目的の債券

前連結会計年度（平成23年12月31日）

　 種類
連結貸借対照表計上額

(百万円)
時価
(百万円)

差額
(百万円)

時価が連結貸借対照表計上額
を超えるもの

国債 75 77 2

時価が連結貸借対照表計上額
を超えないもの

国債 － － －

合計 　 75 77 2

　

当連結会計年度（平成24年12月31日）

　 種類
連結貸借対照表計上額

(百万円)
時価
(百万円)

差額
(百万円)

時価が連結貸借対照表計上額
を超えるもの

国債 75 78 2

時価が連結貸借対照表計上額
を超えないもの

国債 － － －

合計 　 75 78 2

　

２  その他有価証券

前連結会計年度（平成23年12月31日）

　 種類
連結貸借対照表計上額

(百万円)
取得原価
(百万円)

差額
(百万円)

連結貸借対照表計上額が取得
原価を超えるもの

株式 1,598 1,013 584

連結貸借対照表計上額が取得
原価を超えないもの

株式 8,847 10,904 △2,057

合計 　 10,445 11,917 △1,472

　

当連結会計年度（平成24年12月31日）

　 種類
連結貸借対照表計上額

(百万円)
取得原価
(百万円)

差額
(百万円)

連結貸借対照表計上額が取得
原価を超えるもの

株式 3,966 2,832 1,134

連結貸借対照表計上額が取得
原価を超えないもの

株式 8,675 10,084 △1,409

合計 　 12,641 12,917 △275
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３  連結会計年度中に売却したその他有価証券

前連結会計年度（自  平成23年１月１日  至  平成23年12月31日）

区分
売却額
(百万円)

売却益の合計額
(百万円)

売却損の合計額
(百万円)

株式 36 10 －

合計 36 10 －

　

当連結会計年度（自  平成24年１月１日  至  平成24年12月31日）

区分
売却額
(百万円)

売却益の合計額
(百万円)

売却損の合計額
(百万円)

株式 0 0 －

合計 0 0 －
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(デリバティブ取引関係)

１  ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

  該当事項はありません。

　

２  ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

  金利関連

前連結会計年度（自  平成23年１月１日  至  平成23年12月31日）

　 　 　 　 　 （単位：百万円）

ヘッジ会計
の方法

デリバティブ
取引の種類等

主なヘッジ対象 契約額等
契約額のうち
１年超

時価

金利スワップの
特例処理

金利スワップ取引
支払固定・受取変動 長期借入金 23,572 19,470 （注）

  （注） 金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているた

め、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。

　

当連結会計年度（自  平成24年１月１日  至  平成24年12月31日）

　 　 　 　 　 （単位：百万円）

ヘッジ会計
の方法

デリバティブ
取引の種類等

主なヘッジ対象 契約額等
契約額のうち
１年超

時価

金利スワップの
特例処理

金利スワップ取引
支払固定・受取変動 長期借入金 24,970 20,543 （注）

  （注） 金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているた

め、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。
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(退職給付関係)

１  採用している退職給付制度の概要

当社および連結子会社24社は、退職一時金制度を採用しております。

　
２  退職給付債務に関する事項                                                 

                                                                                          (単位：百万円)

　
前連結会計年度
(平成23年12月31日)

当連結会計年度
(平成24年12月31日)

①退職給付債務 △8,006 △8,042

②会計基準変更時差異の未処理額 △321 △241

③未認識数理計算上の差異 698 389

④退職給付引当金（①+②+③） △7,630 △7,893

（注）連結子会社は退職給付債務算定にあたり、簡便法を採用しております。

　
３  退職給付費用に関する事項                                                 

                                                                                          (単位：百万円)

　
前連結会計年度

(自  平成23年１月１日
至  平成23年12月31日)

当連結会計年度
(自  平成24年１月１日
至  平成24年12月31日)

①勤務費用 369 460

②利息費用 107 111

③会計基準変更時差異の費用処理額 △80 △80

④数理計算上の差異の費用処理額 151 151

⑤退職給付費用（①+②+③+④） 547 643

（注）簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は「①勤務費用」に計上しております。

　
４  退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

①退職給付見込額の期間配分方法

期間定額基準

②割引率

前連結会計年度
(自  平成23年１月１日
至  平成23年12月31日)

当連結会計年度
(自  平成24年１月１日
至  平成24年12月31日)

1.5％ 1.5％

③会計基準変更時差異の処理年数

15年

④数理計算上の差異の費用処理年数

発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（12年）で、翌連結会計年度から定額法により費

用処理しております。

　
(ストック・オプション等関係)

該当事項はありません。
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(税効果会計関係)

１  繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　
前連結会計年度
(平成23年12月31日)

当連結会計年度
(平成24年12月31日)

繰延税金資産 　 　

  退職給付引当金繰入限度超過額 2,760百万円 2,835百万円

  繰越欠損金 3,223百万円 2,862百万円

  契約損失引当金 598百万円 508百万円

  投資有価証券評価損 387百万円 388百万円

  貸倒引当金損金算入限度超過額 20百万円 23百万円

  減損損失 2,523百万円 2,570百万円

  賞与引当金繰入限度超過額 40百万円 43百万円

  役員退職引当金 78百万円 68百万円

  連結会社間未実現利益 34百万円 39百万円

  その他 478百万円 528百万円

  繰延税金負債との相殺 △612百万円 △589百万円

  繰延税金資産小計 9,534百万円 9,278百万円

  評価性引当額 △5,523百万円 △5,300百万円

  繰延税金資産合計 4,011百万円 3,977百万円

繰延税金負債 　 　

  固定資産圧縮積立金 △570百万円 △549百万円

  その他 △219百万円 △214百万円

  繰延税金資産との相殺 612百万円 589百万円

  繰延税金負債合計 △177百万円 △174百万円

　
２  法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳

　

　
前連結会計年度
(平成23年12月31日)

当連結会計年度
(平成24年12月31日)

  法定実効税率 － 40.7％

  （調整） 　 　

  交際費等永久に損金に算入され
ない項目

－ 4.6％

  受取配当金等永久に益金に算入
されない項目

－ △5.5％

  評価性引当金増加分 － 9.9％

  持分法投資利益 － △8.6％

  住民税均等割等 － 8.2％

  複数税率適用による影響 － △17.3％

  その他 － 0.1％

  小計 － △8.6％

  税効果会計適用後の法人税等の
負担率

－ 32.1％

　
（注）前連結会計年度は、税金等調整前当期純損失が計上されているため、当該事項の記載を省略しております。
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３  法定実効税率の変更による繰延税金資産および繰延税金負債の修正

(前連結会計年度)

平成23年12月２日に「経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図るための所得税法等の一部を

改正する法律」（平成23年法律第114号）および「東日本大震災からの復興のための施策を実施するた

めに必要な財源の確保に関する特別措置法」（平成23年法律第117号）が公布され、平成24年４月１日以

降開始する事業年度より法人税率が変更されることとなりました。これに伴い、繰延税金資産および繰延

税金負債の計算に使用される法定実効税率は、一時差異等に係る解消時期に応じて以下のとおりとなり

ます。

　

平成24年12月31日まで                  40.7％

平成25年１月１日から平成27年12月31日  38.0％

平成28年１月１日以降                  35.6％

　

この税率の変更により繰延税金資産の純額が381百万円減少し、当連結会計年度に費用計上された法人

税等の金額が同額増加しております。

　
(企業結合等関係)

  該当事項はありません。

　

(資産除去債務関係)

  資産除去債務の総額に重要性が乏しいため、記載を省略しております。

　

(賃貸等不動産関係)

  賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいため、記載を省略しております。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

１  報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締

役会が、経営資源の配分の決定および業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているもの

であります。

  当社グループは、各種サービスの特性や、これらの提供を行う営業施設を基礎とする事業別セグメント

から構成されており、「椿山荘・太閤園事業」、「ワシントンホテル事業」、「小涌園事業」、「ノウハウ

事業」の４つの事業を報告セグメントとしております。

「椿山荘・太閤園事業」は、当社が経営する椿山荘、フォーシーズンズホテル椿山荘 東京、太閤園、カ

メリアヒルズカントリークラブに加えて、子会社で京都国際ホテルを含め２ヶ所のホテルを経営する藤

田ホテルマネジメント㈱など５社があります。

「ワシントンホテル事業」は、当社が経営する秋葉原、新宿、東京ベイ有明、横浜伊勢佐木町、横浜桜木

町の各ワシントンホテル、銀座、田町のホテルグレイスリー、およびホテルアジュール竹芝に加えて、子会

社が経営する旭川、浦和、関西エアポート、キャナルシティ・福岡、長崎の各ワシントンホテル、ホテルグ

レイスリー札幌およびホテルフジタ福井など９社があります。

  「小涌園事業」は、当社が経営する箱根小涌園、箱根小涌園ユネッサンに加えて、子会社が経営する伊

東小涌園、ホテル鳥羽小涌園、下田海中水族館など３社があります。

「ノウハウ事業」は、子会社に㈱フェアトン、藤田グリーン・サービス㈱、藤田観光工営㈱、㈱ビジュア

ライフの４社があります

　

（セグメント区分の変更）

従来、セグメント情報におけるセグメント区分については、「ブライダル＆ラグジュアリーホテル」、

「ホテルグレイスリー・ワシントンホテル」、「リゾート」、「その他」としておりましたが、当第３四

半期連結会計期間より「椿山荘・太閤園事業」、「ワシントンホテル事業」、「小涌園事業」、「ノウハ

ウ事業」、「その他」のセグメント区分に変更しております。これは、中期経営計画の経営方針に挙げた

「事業構造の強化」を図るため、顧客のニーズと事業の特性別に事業グループを区分し、顧客に近い現場

への権限移譲により施策実行のスピードアップと的確な事業所運営を行うことを目的に、平成24年７月

に行った組織変更に伴うものです。

変更後の各区分の内容は以下のとおりです。

報告セグメント 主な営業施設等

  椿山荘・太閤園事業 椿山荘、フォーシーズンズホテル椿山荘 東京、太閤園、京都国際ホテル、
カメリアヒルズカントリークラブ、能登カントリークラブ

  ワシントンホテル事業 各ワシントンホテルおよびホテルグレイスリー、アジュール竹芝、ホテルフジタ福井

  小涌園事業 箱根・伊東・鳥羽の各小涌園、下田海中水族館

  ノウハウ事業 藤田グリーン・サービス㈱、藤田観光工営㈱、㈱フェアトン、㈱ビジュアライフ

なお、前連結会計年度のセグメント情報は、変更後の報告セグメントの区分に基づき作成しておりま

す。
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２  報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事

項」における記載と同一であります。

  報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であり、セグメント間の内部売上高又は振替高は、市

場価格等に基づいております。

　

３  報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

前連結会計年度(自  平成23年１月１日  至  平成23年12月31日)

（単位：百万円）

　
報告セグメント

その他
(注)１
 

合計 調整額
(注)２
 

連結財務諸
表計上額
(注)３
 

椿山荘
・太閤園
事業
 

ワシント
ンホテル
事業

小涌園
事業

ノウハウ
事業 計

売上高 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　 外部顧客への売上高 25,44522,0046,4713,28857,20916157,371 - 57,371

　 セグメント間の内部売上
高又は振替高 31 64 12 3,9374,045 59 4,105△4,105 -

　
計 25,47622,0686,4837,22561,25522161,476△4,10557,371

　 セグメント利益又は損失
（△） 1,476△ 477 73 470 1,543△ 2691,273 45 1,318

　 セグメント資産 43,99714,90813,4753,56275,9453,14579,09016,82895,918
　 その他の項目 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　 減価償却費 1,773 450 966 86 3,276 80 3,356 52 3,409

　 減損損失 882 16 - - 898 124 1,023 30 1,053

　 有形固定資産及び無形固
定資産の増加額

4,914 198 302 19 5,434 128 5,562 393 5,956

(注)１．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産周辺事業、会員制

事業、事務受託業務などがあります。

    ２．調整額は次のとおりです。

(1) セグメント利益又は損失(△)の調整額は、セグメント間取引消去によるものであります。

(2) セグメント資産の調整額16,828百万円には、各報告セグメントに帰属しない全社資産20,040百万

円、および報告セグメント間取引の相殺消去△3,211百万円が含まれています。全社資産の主なも

のは親会社での余剰運用資金（現金及び預金）、長期投資資金（投資有価証券）および親会社の

管理本部に係る資産等であります。

(3) 減価償却費の調整額には、セグメント間取引消去△4百万円、各報告セグメントに帰属しない全社

資産の償却額57百万円が含まれております。

(4) 減損損失の調整額は、遊休資産に係る減損損失であります。

(5) 有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額は、各報告セグメントに帰属しないソフトウェ

ア等の設備投資額であります。

    ３．セグメント利益又は損失(△)は、連結損益計算書の営業利益と調整しております。

    ４．減価償却費には長期前払費用の償却額が含まれております。
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当連結会計年度(自  平成24年１月１日  至  平成24年12月31日)

（単位：百万円）

　
報告セグメント

その他
(注)１
 

合計 調整額
(注)２
 

連結財務諸
表計上額
(注)３
 

椿山荘
・太閤園
事業
 

ワシント
ンホテル
事業

小涌園
事業

ノウハウ
事業 計

売上高 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　 外部顧客への売上高 25,83624,0557,2233,23060,34515360,498 - 60,498

　 セグメント間の内部売上
高又は振替高

30 51 10 4,1774,270 43 4,314△4,314 -

　
計 25,86724,1077,2337,40864,61619664,812△4,31460,498

　 セグメント利益又は損失
（△） 250 417 230 291 1,190△ 347 842 34 877

　 セグメント資産 45,12114,75012,6383,58676,0972,88278,98018,04697,027
　 その他の項目 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　 減価償却費 1,797 441 969 87 3,295 92 3,388 176 3,564

　 減損損失 - 49 - - 49 - 49 93 142

　 有形固定資産及び無形固
定資産の増加額

2,591 539 525 57 3,713 120 3,834 469 4,304

(注)１．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産周辺事業、会員制

事業、事務受託業務などがあります。

    ２．調整額は次のとおりです。

(1) セグメント利益又は損失(△)の調整額は、セグメント間取引消去によるものであります。

(2) セグメント資産の調整額18,046百万円には、各報告セグメントに帰属しない全社資産21,241百万

円、および報告セグメント間取引の相殺消去△3,195百万円が含まれています。全社資産の主なも

のは親会社での余剰運用資金（現金及び預金）、長期投資資金（投資有価証券）および親会社の

管理部門に係る資産等であります。

(3) 減価償却費の調整額には、セグメント間取引消去△４百万円、各報告セグメントに帰属しない全

社資産の償却額180百万円が含まれております。

(4) 減損損失の調整額は、遊休資産に係る減損損失であります。

(5) 有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額は、各報告セグメントに帰属しないソフトウェ

ア等の設備投資額であります。

    ３．セグメント利益又は損失(△)は、連結損益計算書の営業利益と調整しております。

    ４．減価償却費には長期前払費用の償却額が含まれております。
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【関連情報】

前連結会計年度(自  平成23年１月１日  至  平成23年12月31日)

１  製品及びサービスごとの情報

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

　

２  地域ごとの情報

(1) 売上高

本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。

　

(2) 有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるた

め、記載を省略しております。

　

３  主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載はあり

ません。

　

当連結会計年度(自  平成24年１月１日  至  平成24年12月31日)

１  製品及びサービスごとの情報

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

　

２  地域ごとの情報

(1) 売上高

本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。

　

(2) 有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるた

め、記載を省略しております。

　

３  主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載はあり

ません。
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【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

  セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

　

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

  該当事項はありません。

　

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

  該当事項はありません。
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【関連当事者情報】

    前連結会計年度(自  平成23年１月１日  至  平成23年12月31日)

        取引金額が些少であるため、記載を省略しております。

　

    当連結会計年度(自  平成24年１月１日  至  平成24年12月31日)

        取引金額が些少であるため、記載を省略しております。

　

(１株当たり情報)

　

　
前連結会計年度

(自  平成23年１月１日
至  平成23年12月31日)

当連結会計年度
(自  平成24年１月１日
至  平成24年12月31日)

１株当たり純資産額 167円75銭 176円82銭

１株当たり当期純利益金額 △29円84銭 3円07銭

(注) １  潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額は、潜在株式が存在していないため、また第79期については１株当

たり当期純損失が計上されているため記載しておりません。

２  １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前連結会計年度
(平成23年12月31日)

当連結会計年度
(平成24年12月31日)

純資産の部の合計額（百万円） 20,253 21,358

純資産の部の合計額から控除する金額（百万円） 146 165

  （うち少数株主持分）（百万円） (146) (165)

普通株式に係る期末の純資産額（百万円） 20,107 21,193

期末の普通株式の数（千株） 119,866 119,860

　

３  １株当たり当期純利益金額又は当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前連結会計年度

(自  平成23年１月１日
  至  平成23年12月31日)

当連結会計年度
(自  平成24年１月１日
  至  平成24年12月31日)

  当期純利益又は当期純損失（△）（百万円） △3,544 368

  普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

  普通株式に係る当期純利益
又は当期純損失（△）（百万円）

△3,544 368

  普通株式の期中平均株式数（千株） 118,784 119,864

　

(重要な後発事象)

当社連結子会社である関西エアポートワシントンホテル株式会社が原告として、ホテル建物を賃借し

ている三井住友信託銀行株式会社（訴訟提起時は、中央三井信託銀行株式会社）に対して、減額した賃料

の確認を求める訴訟を提起しておりましたが、平成25年2月8日に大阪高等裁判所にて控訴審判決が言い

渡された後、上告期限内に提起がなかったため、平成25年2月28日をもって当該判決が確定したものであ

ります。

同連結子会社は、不動産賃借契約から発生する損失について、解約不能期間の見込額として平成24年12

月期に契約損失引当金1,407百万円を計上しております。

  当該事象の発生に伴い、平成25年12月期第１四半期連結会計期間において、上記引当金の取崩額965百

万円、並びに既に支払った賃料と減額した賃料の差額およびこれに係る金利相当額617百万円、合計1,583

百万円を特別利益として計上する予定であります。
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⑤ 【連結附属明細表】

【社債明細表】

該当事項はありません。

　

【借入金等明細表】

　

区分
当期首残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 6,621 5,575 0.78 －

1年以内に返済予定の長期借入金 6,611 6,723 1.78 －

1年以内に返済予定のリース債務 57 60 － －

長期借入金（1年以内に返済予定
のものを除く）

28,432 28,544 1.63
平成26年１月～
平成34年１月

リース債務（1年以内に返済予定
のものを除く）

354 309 －
平成26年１月～
平成38年３月

その他有利子負債 － － － －

合計 42,077 41,212 － －

(注) １  「平均利率」については、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

２  リース債務の平均利率については、リース料総額に含まれる利息相当額を控除する前の金額でリース債務を

連結貸借対照表に計上しているため、記載しておりません。

３  長期借入金及びリース債務(１年以内に返済予定のものを除く)の連結決算日後５年内における１年ごとの返

済予定額の総額

区分
１年超２年以内
(百万円)

２年超３年以内
(百万円)

３年超４年以内
(百万円)

４年超５年以内
(百万円)

長期借入金 7,734 7,643 6,054 3,661

リース債務 29 29 28 25

　

【資産除去債務明細表】

当連結会計年度期首及び当連結会計年度末における資産除去債務の金額が、当連結会計年度期首

及び当連結会計年度末における負債および純資産の合計額の100分の１以下であるため、記載を省略

しています。
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(2) 【その他】

当連結会計年度における四半期情報等

　

(累計期間) 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当連結会計年度

売上高 (百万円) 13,873 29,396 43,699 60,498

税金等調整前当期純
利益金額又は税金等
調整前四半期
純損失金額（△）

(百万円) △790 △160 △568 583

当期純利益金額又は
四半期純損失金額
（△）

(百万円) △513 △192 △408 368

１株当たり当期
純利益金額
又は１株当たり
四半期純損失金額
（△）

(円) △4.28 △1.60 △3.41 3.07

　

(会計期間) 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり四半期
純利益金額又は
１株当たり四半期
純損失金額（△）

(円) △4.28 2.68 △1.81 6.48
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２【財務諸表等】
(1)【財務諸表】
①【貸借対照表】

(単位：百万円)

前事業年度
(平成23年12月31日)

当事業年度
(平成24年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 6,287 4,455

売掛金 2,302 2,405

商品及び製品 70 62

原材料及び貯蔵品 307 316

前払費用 663 667

繰延税金資産 177 189

短期貸付金 ※2
 7,504

※2
 7,958

その他 520 591

貸倒引当金 △5,090 △5,227

流動資産合計 12,743 11,418

固定資産

有形固定資産

建物 ※1
 47,946

※1
 48,163

減価償却累計額 △21,834 △22,743

建物（純額） 26,111 25,420

建物附属設備 ※1
 29,268

※1
 29,799

減価償却累計額 △22,612 △22,987

建物附属設備（純額） 6,656 6,812

構築物 ※1
 8,670

※1
 8,593

減価償却累計額 △5,620 △5,531

構築物（純額） 3,050 3,061

機械及び装置 3,406 3,457

減価償却累計額 △2,914 △2,838

機械及び装置（純額） 492 618

車両運搬具 195 193

減価償却累計額 △181 △186

車両運搬具（純額） 14 7

工具、器具及び備品 10,956 11,644

減価償却累計額 △9,055 △9,388

工具、器具及び備品（純額） 1,901 2,255

土地 ※1
 13,891

※1
 13,798

建設仮勘定 9 69

コース勘定 2,450 2,450

山林 42 42

その他 362 371

減価償却累計額 △18 △44

その他（純額） 344 327

有形固定資産合計 54,966 54,863

無形固定資産

商標権 13 12

ソフトウエア 194 569

電話加入権 98 98

その他 302 32

無形固定資産合計 609 713
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成23年12月31日)

当事業年度
(平成24年12月31日)

投資その他の資産

投資有価証券 3,648 5,225

関係会社株式 ※1
 9,483

※1
 9,808

出資金 1 1

関係会社出資金 － 44

長期貸付金 35 18

長期前払費用 64 48

繰延税金資産 3,952 3,792

差入保証金 6,514 6,518

その他 150 629

貸倒引当金 △5 △0

投資その他の資産合計 23,845 26,086

固定資産合計 79,421 81,663

資産合計 92,164 93,082

負債の部

流動負債

買掛金 1,494 1,528

短期借入金 ※1, ※2
 7,740

※1, ※2
 6,604

1年内返済予定の長期借入金 ※1
 6,496

※1
 6,579

未払金 923 2,067

未払費用 2,287 2,401

未払法人税等 77 97

未払消費税等 － 141

前受金 649 549

預り金 251 328

賞与引当金 74 82

ポイント引当金 47 130

その他 425 422

流動負債合計 20,467 20,934

固定負債

長期借入金 ※1
 28,039

※1
 28,160

受入敷金保証金 1,033 1,048

会員預り金 13,609 13,092

退職給付引当金 7,027 7,273

役員退職慰労引当金 55 56

関係会社事業損失引当金 1,285 1,033

その他 853 886

固定負債合計 51,904 51,551

負債合計 72,372 72,485
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成23年12月31日)

当事業年度
(平成24年12月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 12,081 12,081

資本剰余金

資本準備金 3,020 3,020

その他資本剰余金 2,420 2,420

資本剰余金合計 5,440 5,440

利益剰余金

その他利益剰余金

固定資産圧縮積立金 939 984

別途積立金 2,500 2,500

繰越利益剰余金 1,181 746

利益剰余金合計 4,620 4,230

自己株式 △879 △881

株主資本合計 21,263 20,871

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △1,471 △275

評価・換算差額等合計 △1,471 △275

純資産合計 19,792 20,596

負債純資産合計 92,164 93,082
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②【損益計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成23年１月１日
　至 平成23年12月31日)

当事業年度
(自 平成24年１月１日
　至 平成24年12月31日)

売上高 ※1
 43,009

※1
 46,298

売上原価 ※2
 39,190

※2
 42,489

売上総利益 3,818 3,809

販売費及び一般管理費

広告宣伝費 72 103

旅費及び交通費 97 121

役員報酬 181 210

給料及び賞与 1,144 1,406

法定福利費 178 213

賞与引当金繰入額 22 12

退職給付費用 104 91

役員退職慰労引当金繰入額 2 7

地代家賃 15 22

業務委託費 71 82

減価償却費 51 149

租税公課 111 93

その他 630 522

販売費及び一般管理費合計 ※3
 2,684

※3
 3,037

営業利益 1,133 772

営業外収益

受取利息 ※4
 38

※4
 38

受取配当金 ※4
 550

※4
 499

受取手数料 1 1

受取地代家賃 ※4
 71

※4
 75

生命保険配当金 41 42

その他 ※4
 159

※4
 122

営業外収益合計 862 781

営業外費用

支払利息 710 663

固定資産除却損 － 121

その他 131 77

営業外費用合計 842 861

経常利益 1,154 691

特別利益

関係会社事業損失引当金戻入額 － 258

受取補償金 － 219

国庫補助金 64 19

貸倒引当金戻入額 － 13

固定資産売却益 ※5
 5

※5
 0

子会社清算益 33 －

その他 23 32

特別利益合計 127 542
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(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成23年１月１日
　至 平成23年12月31日)

当事業年度
(自 平成24年１月１日
　至 平成24年12月31日)

特別損失

関係会社株式評価損 550 293

固定資産除却損 ※7
 115

※7
 244

貸倒引当金繰入額 950 150

減損損失 ※6
 154

※6
 93

環境対策費 － 87

遊休設備維持修繕費 － 33

関係会社事業損失引当金繰入額 1,285 6

投資有価証券評価損 881 －

災害による損失 633 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 161 －

その他 275 54

特別損失合計 5,009 961

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） △3,727 273

法人税、住民税及び事業税 33 35

法人税等調整額 △590 149

法人税等合計 △557 184

当期純利益又は当期純損失（△） △3,170 88
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【売上原価明細書】

　

　 前事業年度

(自  平成23年１月１日
  至  平成23年12月31日)

当事業年度

(自  平成24年１月１日
  至  平成24年12月31日)

区分 金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

 (1) 料理、飲物材料費 3,496 8.9 3,763 8.9

 (2) 売店商品原価 1,470 3.8 1,580 3.7

 (3) その他の材料費 3,922 10.0 3,918 9.2

 (4) 従業員給料手当他 8,709 22.2 10,040 23.6

 (5) 賞与引当金繰入額 50 0.1 67 0.2

 (6) 退職給付費用 410 1.1 410 1.0

 (7) 水道光熱費 2,085 5.3 2,269 5.3

 (8) 広告宣伝費 561 1.4 808 1.9

 (9) 修繕費 680 1.7 360 0.9

(10) 手数料 1,514 3.9 1,763 4.1

(11) 地代家賃 4,770 12.2 4,714 11.1

(12) 業務委託費 2,694 6.9 3,919 9.2

(13) 減価償却費 2,916 7.4 3,126 7.4

(14) その他諸経費 5,906 15.1 5,744 13.5

売上原価合計 39,190 100.0 42,489 100.0
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③【株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成23年１月１日
　至 平成23年12月31日)

当事業年度
(自 平成24年１月１日
　至 平成24年12月31日)

株主資本

資本金

当期首残高 12,081 12,081

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 12,081 12,081

資本剰余金

資本準備金

当期首残高 3,020 3,020

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 3,020 3,020

その他資本剰余金

当期首残高 2,861 2,420

当期変動額

自己株式の処分 △441 △0

当期変動額合計 △441 △0

当期末残高 2,420 2,420

資本剰余金合計

当期首残高 5,882 5,440

当期変動額

自己株式の処分 △441 △0

当期変動額合計 △441 △0

当期末残高 5,440 5,440

利益剰余金

その他利益剰余金

固定資産圧縮積立金

当期首残高 969 939

当期変動額

固定資産圧縮積立金の積立 － 74

固定資産圧縮積立金の取崩 △30 △30

当期変動額合計 △30 44

当期末残高 939 984

別途積立金

当期首残高 2,500 2,500

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 2,500 2,500

繰越利益剰余金

当期首残高 4,903 1,181
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(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成23年１月１日
　至 平成23年12月31日)

当事業年度
(自 平成24年１月１日
　至 平成24年12月31日)

当期変動額

剰余金の配当 △582 △479

当期純利益又は当期純損失（△） △3,170 88

固定資産圧縮積立金の積立 － △74

固定資産圧縮積立金の取崩 30 30

当期変動額合計 △3,722 △435

当期末残高 1,181 746

利益剰余金合計

当期首残高 8,373 4,620

当期変動額

剰余金の配当 △582 △479

当期純利益又は当期純損失（△） △3,170 88

固定資産圧縮積立金の積立 － －

固定資産圧縮積立金の取崩 － －

当期変動額合計 △3,752 △390

当期末残高 4,620 4,230

自己株式

当期首残高 △2,320 △879

当期変動額

自己株式の取得 △1 △1

自己株式の処分 1,441 0

当期変動額合計 1,440 △1

当期末残高 △879 △881

株主資本合計

当期首残高 24,016 21,263

当期変動額

剰余金の配当 △582 △479

当期純利益又は当期純損失（△） △3,170 88

自己株式の取得 △1 △1

自己株式の処分 1,000 0

当期変動額合計 △2,753 △392

当期末残高 21,263 20,871
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(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成23年１月１日
　至 平成23年12月31日)

当事業年度
(自 平成24年１月１日
　至 平成24年12月31日)

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

当期首残高 △1,366 △1,471

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△104 1,196

当期変動額合計 △104 1,196

当期末残高 △1,471 △275

評価・換算差額等合計

当期首残高 △1,366 △1,471

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△104 1,196

当期変動額合計 △104 1,196

当期末残高 △1,471 △275

純資産合計

当期首残高 22,650 19,792

当期変動額

剰余金の配当 △582 △479

当期純利益又は当期純損失（△） △3,170 88

自己株式の取得 △1 △1

自己株式の処分 1,000 0

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △104 1,196

当期変動額合計 △2,857 804

当期末残高 19,792 20,596
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【重要な会計方針】

１  有価証券の評価基準及び評価方法

満期保有目的の債券…償却原価法（定額法）

子会社株式及び関連会社株式…総平均法による原価法

その他有価証券

(時価のあるもの)…事業年度末前１ヶ月の市場価格等の平均に基づく時価法（評価差額は全部純資産直

入法により処理し、売却原価は総平均法により算出しております。）

その他有価証券

(時価のないもの)…総平均法による原価法

　
２  たな卸資産の評価基準及び評価方法

評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

商品及び製品、原材料及び貯蔵品…移動平均法および最終仕入原価法併用

　
３  デリバティブ

時価法

　
４  固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産（リース資産除く）

定額法

なお、耐用年数および残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。

また、取得価額が10万円以上、20万円未満の減価償却資産については、３年間で均等償却しております。

(2) 無形固定資産（リース資産除く）

定額法(ソフトウェア除く)

なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。

また、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間(５年)に基づく定額法を採用し

ております。

(3) リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

…リース期間を耐用年数として残存価額をゼロとして算定する方法

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年12月31日以前

のものについては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を引き続き採用しております。

　
５  引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については過去の一定期間における貸倒実績から算

出した貸倒実績率により計上し、貸倒懸念債権など特定の債権については個別に債権の回収可能性を

検討し回収不能見込額を計上しております。
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(2) 賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支払に充てるため、将来の支給見込額のうち当事業年度の負担額を計

上しております。

(3）ポイント引当金

将来のポイントの使用により発生する費用に備えるため、当事業年度末において発生していると認

められるポイント債務額を計上しております。

(4) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき、当事業年度

末において発生していると認められる額を計上しております。

なお、会計基準変更時差異(△1,260百万円)については、15年による按分額を費用処理しております。

また、数理計算上の差異については、発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(12年)

で、翌事業年度から定額法により費用処理しております。

(5) 役員退職慰労引当金

執行役員の退職慰労金支出に備えるため、内規に基づく要支給額を計上しております。

(6) 関係会社事業損失引当金

関係会社の事業の損失に備えるため、当該会社に対する債権金額を超えて当社が負担することとな

る損失見込額を計上しております。

　
６  ヘッジ会計の方法

(1) ヘッジ会計の方法

原則として繰延ヘッジ処理を採用しておりますが、特例処理の適用要件を満たしている金利スワッ

プについては、特例処理を採用しております。

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段……デリバティブ取引

             (金利スワップ取引)

ヘッジ対象……借入金金利

(3) ヘッジ方針

相場変動によるリスクを回避する目的で、対象物の範囲内に限定して個々の取引ごとにヘッジして

おります。

(4) ヘッジの有効性評価の方法

原則としてヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間において、ヘッジ対象の相場変動の累計と

ヘッジ手段の相場変動の累計とを比較し、両者の変動額等を基礎にして、評価しております。但し、金利

スワップの特例処理を採用している場合は、決算日における有効性の評価を省略しております。

　
７  消費税等の会計処理方法

税抜方式によっております。
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【会計方針の変更】

  該当事項はありません。

　
【表示方法の変更】

  （損益計算書関係）

前事業年度において、「営業外費用」の「その他」に含めていた「固定資産除却損」は、営業外費用の総

額の100分の10を超えたため、当事業年度より独立掲記することとしております。この表示方法の変更を反

映させるため、前事業年度の財務諸表の組替えを行っております。

  この結果、前事業年度の損益計算書において、「営業外費用」の「その他」に表示していた131百万円は、

「固定資産除却損」67百万円、「その他」64百万円として組み替えております。

　
【追加情報】

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用）

当事業年度の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬

の訂正に関する会計基準」(企業会計基準第24号  平成21年12月４日)及び「会計上の変更及び誤謬の訂

正に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第24号  平成21年12月４日)を適用しておりま

す。

　

（連結納税制度の適用）

当社及び一部の連結子会社は、平成25年１月１日に開始する連結会計年度より連結納税制度を適用す

ることについて承認を受けましたので、当連結会計年度より「連結納税制度を適用する場合の税効果会

計に関する当面の取扱い（その１）」（企業会計基準委員会実務対応報告第５号  平成23年３月18日）

及び「連結納税制度を適用する場合の税効果会計に関する当面の取扱い（その２）」（企業会計基準委

員会実務対応報告第７号  平成22年６月30日）に基づき、連結納税制度の適用を前提とした会計処理を

行っております。
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【注記事項】

(貸借対照表関係)

※１  担保提供資産の状況は次のとおりであります。

(前事業年度)

長期借入金（うち１年以内に返済期限の到来する長期借入金を含む）及び短期借入金28,315百万円に

対して次の担保を提供しております。

（1）有形固定資産             31,266百万円

（2）関係会社株式              3,792  〃

　

また、宅地建物取引業に伴う供託として投資有価証券14百万円を供託している他、資金決済に関する法

律等に基づき、投資有価証券51百万円を供託しております。

　

(当事業年度)

長期借入金（うち１年以内に返済期限の到来する長期借入金を含む）及び短期借入金28,283百万円に

対して次の担保を提供しております。

（1）有形固定資産             30,848百万円

（2）関係会社株式              4,124  〃

　

また、宅地建物取引業に伴う供託として投資有価証券14百万円を供託している他、資金決済に関する法

律等に基づき、投資有価証券51百万円を供託しております。

　

※２  関係会社に対する資産および負債には区分掲記されたもののほか次のものがあります。

　
前事業年度

(平成23年12月31日)
当事業年度

(平成24年12月31日)

流動資産 　 　

  短期貸付金 7,504百万円 7,958百万円

流動負債 　 　

  短期借入金 1,165百万円 1,030百万円

　

(前事業年度)

なお、上記以外の関係会社に対する負債の合計額は、1,805百万円であります。

　

(当事業年度)

なお、上記以外の関係会社に対する負債の合計額は、1,918百万円であります。

　

  ３  偶発債務として下記のとおり銀行取引に対する債務保証があります。

前事業年度
(平成23年12月31日)

 
当事業年度

(平成24年12月31日)

㈱福井ワシントンホテル
サービス

287百万円　
㈱福井ワシントンホテル
サービス

216百万円

㈱長崎ワシントンホテル
サービス

50百万円　
㈱長崎ワシントンホテル
サービス

50百万円

        計 337百万円　         計 266百万円
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  ４  当社は運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行20行と当座貸越契約および貸出コミットメントラ

イン契約を締結しております。

事業年度末における当座貸越契約および貸出コミットメントライン契約に係る借入金未実行残高等は

次のとおりであります。

　
前事業年度

(平成23年12月31日)
当事業年度

(平成24年12月31日)

当座貸越極度額及び
貸出コミットメントラインの総額

22,525百万円 21,725百万円

借入実行残高 6,325百万円 5,325百万円

  差引額 16,200百万円 16,400百万円
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(損益計算書関係)

※１  事業別売上高内訳は次のとおりであります。

　
前事業年度

(自  平成23年１月１日
至  平成23年12月31日)

当事業年度
(自  平成24年１月１日
至  平成24年12月31日)

(1)椿山荘・太閤園事業 22,084百万円 22,809百万円

(2)ワシントンホテル事業 15,236  〃 17,029  〃

(3)小涌園事業 5,467  〃 6,081  〃

(4)ノウハウ事業 －  〃 187  〃

(5)その他 220  〃 191  〃

  合計 43,009  〃 46,298 〃

　

※２  事業別売上原価内訳は次のとおりであります。

　
前事業年度

(自  平成23年１月１日
至  平成23年12月31日)

当事業年度
(自  平成24年１月１日
至  平成24年12月31日)

(1)椿山荘・太閤園事業 19,291百万円 21,012百万円

(2)ワシントンホテル事業 14,676  〃 15,479  〃

(3)小涌園事業 4,659  〃 5,342  〃

(4)ノウハウ事業 －  〃 0  〃

(5)その他 563  〃 654  〃

  合計 39,190  〃 42,489  〃

　

※３  販売費と一般管理費のおおよその割合は、以下の通りであります。

      (前事業年度)

        販売費    約40％

      一般管理費  約60％

　

      (当事業年度)

        販売費    約42％

      一般管理費  約58％

　
※４  営業外収益のうち、下記科目には、関係会社に係る収益が含まれております。

　
前事業年度

(自  平成23年１月１日
至  平成23年12月31日)

当事業年度
(自  平成24年１月１日
至  平成24年12月31日)

受取配当金 435百万円 376百万円

　なお、当事業年度において、上記以外の関係会社に対する営業外収益の合計額が、営業外収益の総額の

100分の10を超えており、その合計額は89百万円であります。
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※５  固定資産売却益の内容

      (前事業年度)

      固定資産売却益は、遊休土地等の売却によるものであります。

　
      (当事業年度)

      固定資産売却益は、遊休土地等の売却によるものであります。

　
※６  減損損失を認識した資産グループの概要

前事業年度(自  平成23年１月１日  至  平成23年12月31日)

（単位：百万円）

用途 場所
減損損失

種類 金額

営業施設
三重県
鳥羽市

構築物 77

機械及び装置 26

その他 21

固定資産計 124

遊休
不動産

長野県
茅野市他

土地 30

固定資産計 30

合計 　

土地 30

構築物 77

機械及び装置 26

その他 21

固定資産計 154

　
（資産グルーピングの方法）

当社は、資産を事業用資産、共用資産、遊休資産にグループ化し、事業用資産については事業の種類別

（営業施設）に区分し、概ね独立したキャッシュ・フローを生み出す最小の単位にて資産のグルーピ

ングを行いました。その他の資産については、それぞれ個別の物件ごとに区分しました。

　

（減損損失の認識に至った経緯）

営業施設は、営業終了を決定した施設の資産について減損損失を認識しました。遊休不動産は、市場

価値が下落している資産について減損損失を認識しました。

　
（回収可能価額の算定方法）

営業施設の回収可能価額は、使用価値により測定しており、将来キャッシュ・フローを3％で割り引

いて算定しております。遊休不動産の回収可能価額は、正味売却価額により測定しており、価格指標は

鑑定評価額および相続税財産評価基準に拠る評価額を使用しております。
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当事業年度(自  平成24年１月１日  至  平成24年12月31日)

（単位：百万円）

用途 場所
減損損失

種類 金額

遊休
不動産

長野県
茅野市他

土地 93

固定資産計 93

合計 　
土地 93

固定資産計 93

　
（資産グルーピングの方法）

当社は、資産を事業用資産、共用資産、遊休資産にグループ化し、事業用資産については事業の種類別

（営業施設）に区分し、概ね独立したキャッシュ・フローを生み出す最小の単位にて資産のグルーピ

ングを行いました。その他の資産については、それぞれ個別の物件ごとに区分しました。

　
（減損損失の認識に至った経緯）

遊休不動産は、市場価値が下落している資産について減損損失を認識しました。

　
（回収可能価額の算定方法）

営業施設の回収可能価額は、使用価値により測定しており、将来キャッシュ・フローを3％で割り引

いて算定しております。遊休不動産の回収可能価額は、正味売却価額により測定しており、価格指標は

鑑定評価額および相続税財産評価基準に拠る評価額を使用しております。

　
※７  固定資産除却損の内容

      (前事業年度)

固定資産除却損は、主に京都国際ホテルや椿山荘などにおける施設改装等によるものであります。

　
(当事業年度)

固定資産除却損は、主に平成25年１月のホテル椿山荘東京開業に向けたものなどの施設改装等による

ものであります。
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(株主資本等変動計算書関係)

前事業年度（自  平成23年１月１日  至  平成23年12月31日）

１  自己株式に関する事項

株式の種類
当事業年度期首

(株)
増加
(株)

減少
(株)

当事業年度末
(株)

  普通株式 5,667,412 3,824 3,522,260 2,148,976

（変動事由の概要）

増加数の内訳は、次の通りであります。

  単元未満株式の買取請求に基づく買取による増加       3,824株

減少数の内訳は、次の通りであります。

  第三者割当実施による減少                       3,521,000株

  単元未満株式の売渡請求に基づく売却による減少       1,260株

　

当事業年度（自  平成24年１月１日  至  平成24年12月31日）

１  自己株式に関する事項

株式の種類
当事業年度期首

(株)
増加
(株)

減少
(株)

当事業年度末
(株)

  普通株式 2,148,976 6,538 914 2,154,600

（変動事由の概要）

増加数の内訳は、次の通りであります。

  単元未満株式の買取請求に基づく買取による増加       6,538株

減少数の内訳は、次の通りであります。

  単元未満株式の売渡請求に基づく売却による減少         914株
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(リース取引関係)

１  ファイナンス・リース取引

（借主側）

所有権移転外ファイナンス・リース取引

(1) リース資産の内容

婚礼・宴会事業における販売システム等のソフトウェアです。

(2) リース資産の減価償却の方法

「重要な会計方針 ４ 固定資産の減価償却の方法」に記載のとおりです。

  なお、リース取引開始日が、平成20年12月31日以前の所有権移転外ファイナンス・リース取引につ

いては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっており、その内容は次のとおりです。

（借主側）

①  リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

　 (単位：百万円)

　

前事業年度
(平成23年12月31日)

取得価額相当額
減価償却累計額
相当額

減損損失累計額
相当額

期末残高相当額

工具・器具・備品等 770 609 － 160

その他 63 41 － 21

合計 833 651 － 181

（注）取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、支払利子込

み法により算定しております。

　
　 (単位：百万円)

　

当事業年度
(平成24年12月31日)

取得価額相当額
減価償却累計額
相当額

減損損失累計額
相当額

期末残高相当額

工具・器具・備品等 542 515 － 26

その他 63 48 － 14

合計 605 564 － 41

（注）取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、支払利子込

み法により算定しております。

　

EDINET提出書類

藤田観光株式会社(E04560)

有価証券報告書

103/122



　

②  未経過リース料期末残高相当額及びリース資産減損勘定期末残高

未経過リース料期末残高相当額

　 　 (単位：百万円)

　
前事業年度

(平成23年12月31日)
当事業年度

(平成24年12月31日)

１年内 140 29

１年超 41 11

合計 181 41

（注）未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定しております。

　
③  支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償却費相当額及び減損損失

　 　 (単位：百万円)

　
前事業年度

(自  平成23年１月１日
至  平成23年12月31日)

当事業年度
(自  平成24年１月１日
至  平成24年12月31日)

支払リース料 199 140

リース資産減損勘定の
取崩額

－ －

減価償却費相当額 199 140

減損損失 － －

　
④  減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法によっております。

　
２  オペレーティング・リース取引

（借主側）

未経過リース料（解約不能のもの）

　
前事業年度

(平成23年12月31日)
当事業年度

(平成24年12月31日)

１年内 3,637百万円 3,568百万円

１年超 31,867百万円 28,182百万円

合計 35,504百万円 31,751百万円
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(有価証券関係)

１  子会社株式及び関連会社株式

前事業年度（平成23年12月31日）

　
貸借対照表計上額
(百万円)

時価
(百万円)

差額
(百万円)

関連会社株式 522 657 134

（注）時価を把握することが極めて困難と認められる子会社株式及び関連会社株式

        重要性が乏しい為、記載を省略しております。

　
当事業年度（平成24年12月31日）

　
貸借対照表計上額
(百万円)

時価
(百万円)

差額
(百万円)

関連会社株式 522 705 183

（注）時価を把握することが極めて困難と認められる子会社株式及び関連会社株式

        重要性が乏しい為、記載を省略しております。
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(税効果会計関係)

１  繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　
前事業年度

(平成23年12月31日)
当事業年度

(平成24年12月31日)

繰延税金資産 　 　

  退職給付引当金超過額 2,534百万円 2,608百万円

  貸倒引当金超過額 566百万円 530百万円

  役員退職引当金 51百万円 48百万円

  関係会社事業損失引当金 480百万円 381百万円

  投資有価証券評価損 383百万円 383百万円

  減損損失 2,103百万円 2,137百万円

  関係会社株式評価損 690百万円 720百万円

  繰越欠損金 1,493百万円 1,293百万円

  資産除去債務 96百万円 129百万円

  その他 246百万円 268百万円

  繰延税金資産小計 8,646百万円 8,502百万円

  評価性引当金 △3,910百万円 △3,937百万円

  繰延税金資産合計 4,736百万円 4,564百万円

　 　 　

繰延税金負債 　 　

  固定資産圧縮積立金 △570百万円 △549百万円

  資産除去債務に対応する
  除去費用

△35百万円 △33百万円

  繰延税金負債合計 △605百万円 △583百万円

繰延税金資産(負債)の純額 4,130百万円 3,981百万円

　
２  法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳

                                                前事業年度                    当事業年度

                                           （平成23年12月31日）          (平成24年12月31日）

法定実効税率                                           －                         40.7%

（調整）

交際費等永久に損金に算入されない項目                   －                          7.5%

受取配当金等永久に益金に算入されない項目               －                       △46.3%

評価性引当金増加分                                     －                         20.1%

住民税均等割等                                         －                         13.0%

複数税率適用による影響                                 －                         34.8%

その他                                                 －                        △2.3%       

税効果会計適用後の法人税等の負担率                     －                         67.5%       

(注)前事業年度は、税引前当期純損失が計上されているため、当該事項の記載を省略しております。
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３  法定実効税率の変更による繰延税金資産および繰延税金負債の修正

(前事業年度)

平成23年12月２日に「経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図るための所得税法等の一部を

改正する法律」（平成23年法律第114号）および「東日本大震災からの復興のための施策を実施するた

めに必要な財源の確保に関する特別措置法」（平成23年法律第117号）が公布され、平成24年４月１日以

降開始する事業年度より法人税率が変更されることとなりました。これに伴い、繰延税金資産および繰延

税金負債の計算に使用される法定実効税率は、一時差異等に係る解消時期に応じて以下のとおりとなり

ます。

　

平成24年12月31日まで                  40.7％

平成25年１月１日から平成27年12月31日  38.0％

平成28年１月１日以降                  35.6％

　

この税率の変更により繰延税金資産の純額が357百万円減少し、当事業年度に費用計上された法人税等

の金額が同額増加しております。

　

　
　
(企業結合等関係)

     該当事項はありません。

 

(資産除去債務関係)

       資産除去債務の総額に重要性が乏しいため、記載を省略しております。
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(１株当たり情報)

　

　
前事業年度

(自  平成23年１月１日
至  平成23年12月31日)

当事業年度
(自  平成24年１月１日
至  平成24年12月31日)

１株当たり純資産額 165円04銭 171円75銭

１株当たり当期純利益金額又は
１株当たり当期純損失金額(△)

△26円68銭 0円74銭

(注) １  潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額は、潜在株式が存在していないため、また第79期については１株当

たり当期純損失が計上されているため記載しておりません。

２  １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前事業年度

(平成23年12月31日)
当事業年度

(平成24年12月31日)

純資産の部の合計額（百万円） 19,792 20,596

純資産の部の合計額から控除する金額（百万円） － －

普通株式に係る期末の純資産額（百万円） 19,792 20,596

期末の普通株式の数（千株） 119,925 119,919

　

３  １株当たり当期純利益金額又は当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前事業年度

(自  平成23年１月１日
  至  平成23年12月31日)

当事業年度
(自  平成24年１月１日
  至  平成24年12月31日)

  当期純利益又は当期純損失（△）（百万円） △3,170 88

  普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

  普通株式に係る当期純利益
又は当期純損失（△）（百万円）

△3,170 88

  普通株式の期中平均株式数（千株） 118,842 119,923

　

(重要な後発事象）

当社連結子会社である関西エアポートワシントンホテル株式会社が原告として、ホテル建物を賃借し

ている三井住友信託銀行株式会社（訴訟提起時は、中央三井信託銀行株式会社）に対して、減額した賃料

の確認を求める訴訟を提起しておりましたが、平成25年2月8日に大阪高等裁判所にて控訴審判決が言い

渡された後、上告期限内に提起がなかったため、平成25年2月28日をもって当該判決が確定したものであ

ります。

  当社は同連結子会社に対して、貸倒引当金および関係会社事業損失引当金を計上しております。当該事

象の発生に伴い、平成25年12月期において、上記引当金の取崩額1,583百万円を特別利益として計上する

予定であります。
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④ 【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

　

銘柄 株式数(株)
貸借対照表計上額
(百万円)

投資有価証券 その他有価証券

常和ホールディングス㈱ 722,000 1,142

㈱静岡銀行 967,116 796

㈱三菱ＵＦＪ
フィナンシャル・グループ

1,962,000 796

㈱みずほフィナンシャルグループ 5,037,250 705

アサヒグループ
ホールディングス㈱

255,900 478

清水建設㈱ 1,232,868 352

コムシスホールディングス㈱ 315,000 332

三井住友トラスト・
ホールディングス㈱

585,000 160

サッポロホールディングス㈱ 588,000 156

ワシントンホテル㈱ 1,061,280 88

その他  18銘柄 260,113 148

                                          計 12,986,527 5,159

　

【債券】

　

銘柄 券面総額(百万円)
貸借対照表計上額
(百万円)

投資有価証券 満期保有目的の債券

第273回分離元本国債 30 29

第256回利付国債 14 13

分離利息国債
2019年３月

10 9

分離利息国債
2021年６月

9 8

分離利息国債
2020年６月

5 4

第301回利付国債 1 1

第311回分離元本国債 1 0

                              計 70 66
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【有形固定資産等明細表】

　

資産の種類
当期首残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(百万円)

当期末残高
(百万円)

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額
(百万円)

当期償却額
(百万円)

差引当期末
残高
(百万円)

有形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

  建物 47,946 631 414 48,16322,7431,07425,420

  建物附属設備 29,2681,231 701 29,79922,987 987 6,812

  構築物 8,670 276  353 8,593 5,531 249 3,061

  機械及び装置 3,406 249  198 3,457 2,838 120 618

  車両運搬具 195 ― 1 193 186 6 7

  工具、器具及び備品 10,956 997 310 11,6449,388 622 2,255

  土地 13,891 ― 93 (93)13,798 ― ― 13,798

  建設仮勘定 9 67  7 69 ― ― 69

  コース勘定 2,450 ― ― 2,450 ― ― 2,450

  山林 42 ― ― 42 ― ― 42

  その他 362 8 ― 371 44 26 327

有形固定資産計 117,2013,4642,082(93)118,58363,7203,08854,863

無形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

  商標権 ― ― ― 107 94 2 12

  ソフトウェア ― ― ― 1,297 727 147 569

  電話加入権 ― ― ― 98 ― ― 98

  その他 ― ― ― 634 602 32 32

無形固定資産計 ― ― ― 2,137 1,424 182 713

長期前払費用 120 6 0 127 78 23 48

　

(注)1  当期増加額のうち主なものは次のとおりであります。                            金額（百万円）

　 　 　 　
建物 椿山荘ロビー改修 椿山荘 69

　 フォレスタ改装  内装工事 椿山荘 64

建物附属設備 ガスコージェネ更新 椿山荘 265

　 館内配管（Ｄ系統・浴室・給水）工事 フォーシーズンズホテル 79

　 厨房除害施設改修 フォーシーズンズホテル 41

構築物 セレニティガーデン設置 フォーシーズンズホテル 93

　 ホテル椿山荘東京  エントランス外溝工事 椿山荘 67

機械及び装置 本館自動チェックイン機  6台導入 新宿ワシントンホテル 28

工具、器具及び備品 椿山荘サイン工事 椿山荘 54

　 6・7・8階客室改装
東京ベイ有明ワシントン

ホテル
43

　 本館客室テレビ入替 新宿ワシントンホテル 37

　 　 　 　

(注)2  当期減少額のうち主なものは次のとおりであります。                          金額（百万円）

建物
椿山荘・フォーシーズンズホテル統合に伴う既存資産

の除却

椿山荘・フォーシーズン

ズホテル
257

建物附属設備
椿山荘・フォーシーズンズホテル統合に伴う既存資産

の除却

椿山荘・フォーシーズン

ズホテル
205

　 　 　 　
　 　 　 　

(注)3  無形固定資産については、資産総額の100分の1以下のため「当期首残高」、「当期増加額」および「当期減少

額」の記載を省略いたしました。

　 　 　 　
(注)4  当期減少額のうち（  ）内は内書きで減損損失の計上額であります。
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【引当金明細表】

　

区分
当期首残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(目的使用)
(百万円)

当期減少額
(その他)
(百万円)

当期末残高
(百万円)

貸倒引当金 5,095 155 11 13 5,227

賞与引当金 74 82 74 ― 82

ポイント引当金 47 130 47 ― 130

役員退職慰労引当金 55 18 17 ― 56

関係会社事業損失引当金 1,285 6 ― 258 1,033

(注)貸倒引当金および関係会社事業損失引当金の「当期減少額（その他）」欄の金額は洗い替えによる戻入額であり

ます。
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(2) 【主な資産及び負債の内容】

資産の部

(a)流動資産

(1) 現金及び預金

　

摘要 金額(百万円)

現金 154

預金

当座預金 4,290

普通預金 1

別段預金 4

振替貯金 1

外貨預金 2

小計 4,300

合計 4,455

　

(2) 売掛金

(イ)相手先別内訳

　

相手先 金額(百万円)

アメリカン・エキスプレス・インターナショナル,Inc. 171

ＡＮＡセールス㈱ 115

㈱ジャルパック 101

㈱ジェイティービー 98

㈱ジェーシービー 87

その他  (注) 1,831

計 2,405

(注)  三井住友カード㈱  他

　

(ロ)売掛金の発生及び回収状況

　

当期首残高
Ａ

(百万円)

当期発生高
Ｂ

(百万円)

当期回収高
Ｃ

(百万円)

当期末残高
Ｄ

(百万円)

回転率  Ｅ
(回)

Ｂ÷
Ａ＋Ｄ
２

回収率
(％)

Ｃ
×100

Ａ＋Ｂ

滞留期間
(日)

366日÷Ｅ

2,302 28,762 28,659 2,405 12.2 92.3 30

(注)  当期発生高と当期売上高との差は現金売上および消費税等によるものであります。
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(3) 商品及び製品
　

摘要 金額(百万円)

売店商品 62

計 62

　
(4) 原材料及び貯蔵品

　

摘要 金額(百万円)

料理材料 135

飲物材料 59

その他の材料 9

客用消耗品 39

広告宣伝材料 9

その他の雑品 61

計 316

　
(5) 短期貸付金

　

摘要 金額(百万円)

関西エアポートワシントンホテル㈱ 4,274

藤田グリーン・サービス㈱ 968

キャナルシティ・福岡ワシントンホテル㈱ 654

藤田観光ワシントンホテル旭川㈱ 593

㈱福井ワシントンホテルサービス 470

その他 996

計 7,958

　
(b)固定資産

(6) 関係会社株式
　

摘要 金額(百万円)

ＤＯＷＡホールディングス㈱ 7,681

東海汽船㈱ 522

藤田プロパティマネジメント㈱ 259

藤田ホテルマネジメント㈱ 200

札幌ワシントンホテル㈱ 200

その他 943

計 9,808

　
(7) 差入保証金

　

摘要 金額(百万円)

不動産賃借保証金 6,496

取引保証金 21

計 6,518
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負債の部

(a)流動負債

(1) 買掛金
　

相手先 金額(百万円)

高見㈱ 140

㈱東京美容研究所 81

高瀬物産㈱ 52

資生堂美容室㈱ 38

ワイエイチ富士㈱ 38

その他  (注) 1,177

計 1,528

(注)  日本産業㈱  他

　
(2) 借入金

(イ)短期借入金
　

借入先 金額(百万円)

㈱八十二銀行 1,100

㈱常陽銀行 900

㈱三井住友銀行 600

㈱静岡銀行 525

㈱秋田銀行 450

その他  (注) 3,029

計 6,604

  (注)  ㈱横浜銀行  他 　

　 　

(ロ)１年内返済予定の長期借入金

 
　

借入先 金額(百万円)

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 1,167

㈱みずほコーポレート銀行 1,157

三井住友信託銀行㈱ 918

㈱日本政策投資銀行 681

みすほ信託銀行㈱ 578

その他  (注) 2,077

計 6,579

(注)   ㈱静岡銀行  他

　

EDINET提出書類

藤田観光株式会社(E04560)

有価証券報告書

114/122



　

(b)固定負債

(ハ)長期借入金
　

借入先 金額(百万円)

㈱みずほコーポレート銀行 5,381

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 5,360

三井住友信託銀行㈱ 4,079

㈱日本政策投資銀行 3,087

みずほ信託銀行㈱ 2,332

その他  (注) 7,919

合計 28,160

(注)  ㈱静岡銀行  他

　

(3) 会員預り金

　

摘要 金額(百万円)

カメリアヒルズカントリークラブ入会預託金 7,830

ウィスタリアンライフクラブ預託金 1,630

フジタルーデンスクラブ預託金 1,584

フォーシーズンズホテル椿山荘東京スパ保証金 1,122

藤田日新会保証金 654

フジタグリーンメンバーズ預託金 266

その他 5

計 13,092

　

(4) 退職給付引当金

　

摘要 金額(百万円)

退職給付債務 7,421

未認識数理計算上の差異 △389

会計基準変更時差異の未処理額 241

計 7,273

(3) 【その他】

該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 １月１日から12月31日まで

定時株主総会 ３月中

基準日 12月31日

剰余金の配当の基準日 6月30日、12月31日

１単元の株式数 1,000株

単元未満株式の買取、買い増し 　

    取扱場所
(特別口座)
東京都千代田区丸の内一丁目４番１号
三井住友信託銀行株式会社  証券代行部

    株主名簿管理人
(特別口座)
東京都千代田区丸の内一丁目４番１号
三井住友信託銀行株式会社

    取次所 ―

    買取・買い増し手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

当会社の公告方法は、電子公告とする。ただし、事故その他やむを得ない事由によっ
て電子公告による公告をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載する方法
とする。
公告掲載アドレス  http://www.fujita-kanko.co.jp/ir/announce.html

株主に対する特典 　 　

    権利確定日 平成24年６月30日 平成24年12月31日

    有効期限
平成24年10月１日から
平成25年３月31日まで
(平成24年９月中旬発送)

平成25年４月１日から
平成25年９月30日まで
(平成25年３月中旬発送)

　 　 　 　 　 　

種類 割引率 割引限度額
1,000～
2,999株

3,000～
4,999株

5,000株以上

①宿泊株主優待券 50％ 20,000円

共通優待券
10枚

共通優待券
20枚

共通優待券
30枚

②レストラン株主優待券 20％ 10,000円

③箱根小涌園ユネッサン・下田海
中水族館共通株主優待券

50％ 1枚10名様迄

④提携施設株主優待券（ワシント
ンホテルプラザチェーン）

20％ 10,000円 3枚 6枚 9枚

(注)  当会社の株主は、その有する単元未満株式について、会社法第189条第２項各号および単元株式数となる数

      の株式の売渡請求以外の権利を行使することができません。
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第７ 【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

当社は、親会社等はありません。

　

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

　
(1) 有価証券報告書及びその添付書類並びに有価証券報告書の確認書

事業年度  第79期(自  平成23年１月１日  至  平成23年12月31日)平成24年３月27日に関東財務局長に提出

　
(2) 内部統制報告書及びその添付書類

事業年度  第79期(自  平成23年１月１日  至  平成23年12月31日)平成24年３月27日に関東財務局長に提出

　
(3) 四半期報告書、四半期報告書の確認書

第80期第１四半期(自  平成24年１月１日  至  平成24年３月31日)平成24年５月14日に関東財務局長に提出

第80期第２四半期(自  平成24年４月１日  至  平成24年６月30日)平成24年８月13日に関東財務局長に提出

第80期第３四半期(自  平成24年７月１日  至  平成24年９月30日)平成24年11月13日に関東財務局長に提出

　
(4) 臨時報告書

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２（株主総会における議決権行使の結果）の規定に基づ

く臨時報告書

平成24年３月28日に関東財務局長に提出

　
(5) 臨時報告書

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号及び第19号（財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの

状況に著しい影響を与える事象の発生）の規定に基づく臨時報告書

平成25年３月１日に関東財務局長に提出
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
　

　
平成25年３月26日

藤田観光  株式会社

取締役会  御中

東陽監査法人

　
指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    中    塩    信    一    ㊞

　
指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    原    口    隆    志    ㊞

　
指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    田 久 保       謙       ㊞

　
　

＜財務諸表監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている藤田観光株式会社の平成24年１月１日から平成24年12月31日までの連結会計年度の連結財務

諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結

キャッシュ・フロー計算書、連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明

細表について監査を行った。

　
連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成

し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　
監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結財務諸表に対する意見を

表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査

を行った。監査の基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証

を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査

手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づ

いて選択及び適用される。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではな

いが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結財務諸

表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその

適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討するこ

とが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　
監査意見

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、藤田観光株式会社及び連結子会社の平成24年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連

結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているもの

と認める。
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強調事項

重要な後発事象に記載されているとおり、会社の連結子会社である関西エアポートワシントンホテル株式

会社を原告とする、減額したホテル建物賃料の確認を求める訴訟については、平成25年２月28日に判決が確定

している。

　当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。

　

＜内部統制監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、藤田観光株式会社

の平成24年12月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。

　
内部統制報告書に対する経営者の責任

経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる

財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない

可能性がある。

　
監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告書に対

する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る

内部統制の監査の基準に準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法

人に内部統制報告書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定

し、これに基づき内部統制監査を実施することを求めている。

内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠

を入手するための手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の判断により、財務報告の信頼

性に及ぼす影響の重要性に基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報告に係る内部統制

の評価範囲、評価手続及び評価結果について経営者が行った記載を含め、全体としての内部統制報告書の表示

を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　
監査意見

当監査法人は、藤田観光株式会社が平成24年12月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示

した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価

の基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価結果について、すべての重要な点において適正に表示して

いるものと認める。

　
利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
　

 

(※)１  上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。

  ２  連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書
　

　
平成25年３月26日

藤田観光  株式会社

取締役会  御中

東陽監査法人

　
指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    中    塩    信    一    ㊞

　
指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    原    口    隆    志    ㊞

　
指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    田 久 保       謙       ㊞

　
　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に
掲げられている藤田観光株式会社の平成24年１月１日から平成24年12月31日までの第80期事業年度の財務諸
表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表
について監査を行った。
　
財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成
し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に
表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明
することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を
行った。監査の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得る
ために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続
は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択
及び適用される。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当
監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と
適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並
びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することが含まれる。
当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
　
監査意見
当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し
て、藤田観光株式会社の平成24年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績を
すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
　
強調事項
重要な後発事象に記載されているとおり、会社の連結子会社である関西エアポートワシントンホテル株式
会社を原告とする、減額したホテル建物賃料の確認を求める訴訟については、平成25年２月28日に判決が確定
している。
　当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。
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利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
　

 

(※)１  上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。

  ２  財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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